
  （ 別 冊 ）  平成２２年 ７月２７日

 
 
 

平成 22（2010）年度 

第１四半期業務報告 
 

自 平成２２年 ４月 １日 

至 平成２２年 ６月３０日 

 

       

 

 

 

 

 

 

 
本書は、放送法第２２条の２第３項（会長は３箇月に１回以上、自己の職務の執行の状況を経営委員会

に報告しなければならない）に基づき「平成２２年度収支予算と事業計画」の進捗状況を報告するもの

で、金融商品取引法によって上場企業等に義務付けられている四半期財務報告とは異なります。したが

って、財務諸表については、独立監査人のレビューを受けておりません。 

 

 

  

Kenichi_Gosho
長方形



  

  

 １ 今期の概況 2 頁 

  
 ２ 収支の概況 2 頁 

  
 ３ 今期の主な検証ポイント 3-4 頁 

  

 （１） 接触者率向上への取り組み  3 
 （２） 受信料支払率向上への取り組み  4 
  

 

 

 ４ 事業計画の執行状況 5-25 頁 

  

 （１） 視聴者のみなさまの信頼を高めるため組織風土改革に全力をあげます  5 
 （２） 日本の課題、地球規模の課題に真正面から向きあいます  7 
 （３） 放送・通信融合時代の新サービスで公共放送の役割を果たします 9 
 （４） 地域を元気にするための拠点となります  
 ・全体概況 11 
 ・北海道（札幌、函館、旭川、帯広、釧路、北見、室蘭） 12 
 ・東北（仙台、秋田、山形、盛岡、福島、青森） 13 
 ・関東甲信越（長野、新潟、甲府、横浜、前橋、水戸、千葉、宇都宮、さいたま） 14 
 ・東海・北陸（名古屋、金沢、静岡、福井、富山、津、岐阜） 15 
 ・近畿（大阪、京都、神戸、和歌山、奈良、大津） 16 
 ・中国（広島、岡山、松江、鳥取、山口） 17 
 ・四国（松山、高知、徳島、高松） 18 
 ・九州（福岡、北九州、熊本、長崎、鹿児島、宮崎、大分、佐賀、沖縄） 19 
 （５） 日本を、そしてアジアを、世界に伝えます 20 
 （６） 円滑なデジタル化に向けて重点的に取り組みます 21 
 （７） 構造改革を推し進め効率的な体制で受信料の価値を大きくします 22 
 （８） 受信料を公平に負担していただくための取り組みを強化します 23 
 （９） 環境経営に着実に取り組みます 

 

25 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
目   次 

（参考資料）予算執行状況等 27-30 頁

  

27 （１） 事業収支（一般勘定） 

（２） 番組アーカイブ業務勘定 27 
（３） 受託業務等勘定 27 
（４） 受信料 28 
（５） 建設費 29 
（６） 損益計算書 30 
（７） 貸借対照表 30 
 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1



1 今期の概況   

  

 

 

「接触者率３年後 80％」「受信料支払率３年後 75％ ５年後 78％」の経営２目標を掲げた３か年

経営計画は、この４月から２年目に入った。四半期業務報告を軸に、事業計画の進捗状況を管理し

自らＰＤＣＡを回す仕組みが定着してきた。この１年は、目標達成を確実なものとするための重要

な年となる。この認識のもと、役職員一丸となって取り組みを加速する。 

 

「接触者率 80％」の目標達成に向け、平成 22 年度の番組改定が行われた。このうち総合テレビ

の平日朝については、女性視聴者を意識したゾーンとして大幅な刷新を図り「連続テレビ小説」を

午前８時開始とし、８時 15 分から大型情報番組「あさイチ」を新設した。その結果、朝８時台の平

均世帯視聴率は前年同期の 9.8％から 11.1％に上昇した。ただ日曜午前や平日夜 11 時台後半などで

は、視聴率は低下しており、年度後半に向け、どう改善するか検討に入ることにしている。 

 

４月から６月は、沖縄普天間基地移設問題や口てい疫問題など大きなニュースが相次いだ。こう

したなかで「鳩山首相辞意」の一報を特ダネで報じるなど視聴者の関心にいち早く応えた。６月に

開幕したサッカーのＦＩＦＡワールドカップ南アフリカ大会では、総合テレビ、衛星第１、ラジオ

第１で、生中継を中心に 44 試合を放送。６月 14 日の日本対カメルーン戦は、最高視聴率が 49.1％

に達し、多くの視聴者に現地の興奮を届けることができた。 

 

「３-Screens」展開では、ワンセグ独自サービスの充実を図ったほか、ＮＨＫオンライントップ

ページのリニューアルなどを実施。ニュースページも一新し、気象・災害情報も大幅に強化した。

トップページへのアクセス数は、４～６月で 12 億 9,025 万ページビューと、前年同期比で 30％増

加した。いつでも、どこでも、ＮＨＫコンテンツに接していただくことを目指す取り組みが続いて

いる。 

 

年２回実施している全国接触者率調査を６月に実施した。全体リーチは、１年前に比べ 1.6 ポイ

ント低下し 74.5％となったが、統計的な有意差は無かった。その一方で、放送外リーチは、2.8 ポ

イント上昇し、20.9％となった。また、同じ月に発表された放送評価調査では、ＮＨＫの放送に対

する「親しみ」が 53％となり、目標の 50％以上を前回に続いて達成。調査を開始して以来の最高を

記録した。全ての指標が前年度平均を上回るなど、女性の評価が向上したことで全般に評価は上が

っており、女性視聴者を意識した番組改定の効果が出た形となった。 

 

「受信料支払率の向上」については、平成 22 年度末 73.4％を目標として今年度の取り組みを開

始した。第１四半期は、大量移動期における移動世帯の早期契約対策や、社会人・新入学生を対象

とした契約取次対策に重点的に取り組んだ。その結果、契約総数は、前年度末に比べ 13 万件増加し

た。ただ、年間増加目標に対する進捗率は 36％と、前年同期を下回り、やや厳しいスタートとなっ

た。地域スタッフの業務を契約対策にパワーシフトすることや、未収対策の強化などを盛り込んだ

追加施策を実施するなど、状況変化に対応した営業活動を今後も展開していく。 

 

テレビ放送の完全デジタル化まで１年あまり。ＮＨＫは送信設備の着実な整備、受信環境のデジ

タル化、技術支援を進め、平成 22 年度末の世帯カバー率 99.5％を目指している。第１四半期は、

デジタル中継局を 104 局整備、ＮＨＫ共聴 152 施設のデジタル化改修工事を完了し、６月末の世帯

カバー率は 98.8％となった。一方、アナログ放送終了に向けた周知活動については、７月からのア

ナログ放送の全番組のレターボックス化や、番組冒頭の周知スーパーの開始に向け準備を進めた。

今後も、共聴施設のデジタル化や難視聴対策などを国や民放、総務省テレビ受信者支援センター（デ

ジサポ）など関係団体と連携して進めるとともに、さらに周知活動も本格化させ、円滑な完全デジ

タル化に向けて取り組みを強化する。 

2 収支の概況   
 

 
 

６月末の収支の状況は、事業収入が 1,713 億円(予算進捗率 25.2％)、事業支出が 1,621 億円(予算

進捗率 23.7％)で、事業収支差金は 91 億円となった。 
  
このうち、受信料については、第１四半期(４～６月) の大量移動期における移動世帯の早期契約

対策等を重点に取り組んだことなどにより、契約総数が 13 万件（年間目標の進捗率 36％）、衛星契

約が 21 万件（年間目標の進捗率 32％）増加した。この結果、契約総数の増加数は前年同期の実績を

下回ったが、衛星契約の増加数は前年同期の実績を上回っている。収入額ベースでは、前年比で 24

億円の増収となっており、これまで着実に契約収納活動に取り組んできた成果が少しずつ表れつつあ

る。 
  
事業支出については、６月のサッカーＷ杯南アフリカ大会の放送実施経費や国際放送の充実経費

などを支出したが、デジタル化に伴う共同受信施設等への経費助成が遅れていることや業務の効率的

な運営に努めていることもあり、６月末での予算に対する進捗率は 23.7％に留まっている。しかし、

今後、参議院選挙実施経費など支出が増加する見込みであり、推移を注視していく必要がある。 
  
こうした状況を踏まえ、受信料収入については、外部委託の推進や受信確認メッセージ機能の有

効活用を推進するなど、契約・収納活動をさらに強化して、収入確保に全力で取り組んでいく。また

今後の予算執行にあたっては、引き続き経費圧縮に努め、効率的な業務運営を進めていく。 

 

〔事業収支（一般勘定）〕  ☞ 27 頁参照               （単位 億円） 

区 分 
２２年度 

予算 
第１四半期 
（4～6 月） 

第１四半期 
累計（4～6 月） 

進捗率 

事業収入 6,786 1,713 1,713 25.2％ 

事業支出 6,847 1,621 1,621 23.7％ 

事業収支差金 △ 61   91   91 － 

 

〔受信料収入〕   ☞ 28 頁参照           （単位 億円） 

 

区 分 
２２年度 

予算 
第１四半期 
（4～6 月） 

第１四半期 
累計（4～6 月） 

進捗率 支払率* 

受信料収入 
 6,550 
（＋60） 

 1,636 
  （＋24） 

1,636 
 （＋24） 

25.0％ 
（＋0.2P） 

72.0％ 
〔+0.3P〕  

 （ ）内は対前年度実績比     〔 〕は対前年度末比

 *数値は推計
〔受信契約状況〕  ☞ 28 頁参照 

区 分 
年間 

増加目標 
第１四半期 
（4～6 月） 

第１四半期 
累計（4～6 月） 

進捗率 
６月末 
契約数 

契約総数 
35 万件 
〔＋5〕 

12.7 万件 
（△1.7） 

12.7 万件 
（△1.7） 

36.4％ 
（△11.5P） 

 3,698 万件 

衛星契約 *
65 万件 
〔＋5〕 

21.0 万件 
（＋2.2） 

21.0 万件 
（＋2.2） 

32.2％ 
（＋1.0P） 

 1,477 万件 

*衛星契約とは衛星系および地上系による放送受信契約をいう   

未収削減 
△20万件

〔＋5〕 
－ 

△4 万件* 
 （△6） －  227 万件* 

 〔 〕は前年度目標比   （ ）内は対前年度実績比                          *22 年 5 月末現在数 
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ース」などを編成した。さらに、若年層を意識した番組を木曜～日曜の深夜帯に集中編成、３
-Screens を駆使して、公募や投稿など参加型の工夫を多く取り入れた「ケータイ発ドラマ激♡恋」、
「オンバト＋」などを編成した。 

重大ニュースでは、沖縄普天間基地移設問題、宮崎県の口てい疫、参議院選挙関連などを伝えた。
６月２日には「鳩山首相辞意」の一報を特ダネとして報じた。辞意表明を受けた「ＮＨＫニュース
７」は、放送枠を 30 分拡大した後半の視聴率も 17.0％と、幅広い年齢層に見られた。また６月に
開幕したサッカーＷ杯南アフリカ大会は、14 日の日本対カメルーン戦が深夜にもかかわらず、毎分
の最高視聴率が 49.1％を記録した。 

ビデオリサーチ社による平日月曜～金曜の朝８時台の平均世帯視聴率は、前年同期の 9.8％から
11.1％に、９時台平均は 3.6％から 4.6％にそれぞれ上昇した。しかし、子どもと親世代に向けて大
幅な移設を行った日曜午前と、働き盛り層の獲得をめざした平日夜 11 時台後半は、時間帯の世帯視
聴率が低下した。 

 
【教育テレビ】 

教育テレビは、平日朝の幼児・子ども向け番組を生活時間に合わせて再編成し、ハイティーン層
に向けて平日夜６～７時台に「テストの花道」（月）、「デジスタ・ティーンズ」（水）「大科学実験」
（水）を新設、若者向け番組として土曜夜に「新ビバリーヒルズ青春白書」、「スコラ 坂本龍一 音
楽の学校」、日曜午後６時に米ハーバード大学の名物授業を番組化した「ハーバード白熱教室」を新
設した。「テストの花道」は、番組サイトの登録者数が高校生を中心に１万８千人を超え、「ハーバ
ード白熱教室」はＮＨＫオンデマンドの見逃し番組の上位に入り、教育テレビの番組としては最高
を記録した。 

 
【衛星放送】 

衛星ハイビジョンは、話題性、存在感のある定時番組の開発を推進し、夜９時台に、「総合診療医
ドクターＧ」（月）、「いのちドラマチック」（水）、「プラネットベービーズ」（木）、「にっぽん巡礼」
（土）、「地球ドキュメント ミッション」（日）を新設した。 

衛星第１は、「ニュース・情報番組・スポーツ」の３本柱により特化するべく、日曜夜６～９時
台に「エキサイティングスポーツ」枠を増設、土曜夜には地域放送局と連携した公開番組「関口知
宏のオンリーワン」を新設した。 

衛星第２は、エンターテインメント番組を積極的に開発し、「ザ☆スター」（土）、「ＭＡＧ･ネッ
ト」（日）、「熱中スタジアム」（金）などを新設した。 
新番組では、「総合診療医ドクターＧ」、「いのちドラマチック」、「ザ☆スター」などが良く見られ
ているが、一方で、一層の個性化と訴求力の強化が求められる番組もある。今後、衛星放送のター
ゲットやコンセプトを明確にし、チャンネルイメージを高める番組をさらに開発していく。 

 
【音声波】 

ラジオは、第１放送で若者向けの新番組を編成、ＦＭで土曜午後を刷新し夜 11 時台に一流アー
ティストを起用した番組を新設した。若者向け新番組の聴取率が若い男性層で前年を上回るなど手
応えを感じているが、中高年を中心とした「固定客」以外への浸透はまだこれからである。 

 
【“３-Screens”展開の推進】 

ワンセグ独自サービスは、開始２年目を迎え、基本放送時間を週８時間から 11 時間 20 分に拡大
した。好評の「ワンセグ ランチボックス」を 40 分から 60 分に拡充、視聴者参加型双方向番組「青
山ワンセグ開発」、一週間が 10 分でわかるニュース番組「モバイル週間ニュース」を新設した。 

パソコン・ケータイ向けサービスは、ＮＨＫオンライントップページのリニューアル、ニュース
ページの一新、気象・災害情報ページの大幅強化などを実施した。また、サッカーＷ杯南アフリカ
大会では、データ放送、パソコン、携帯で全試合のリアルタイムの得点や選手情報、応援メッセー
ジなどを伝えた。 

ＮＨＫオンデマンドは、４月から見逃し番組の配信期間を原則 14 日間に延長、さらに動画フォ
ーマットの変更、操作の簡略化などを実施しサイトの利便性を向上させた。その結果、４月～６月
の見逃し番組の総視聴数は 85 万 1,964 回と、前年同期比 3.9 倍となった。 

 
● 接触者率向上への今後の取り組み 
 

接触者率（全体リーチ）が、前年同期に比べ数字が伸びなかった。引き続き 40 代以下の男女の接
触者率の拡大をめざし、放送および放送外のサービスの充実に取り組む。まず、今年度の後期改定に
向けて、総合テレビの土日午前と土曜の夜の改善を中心に検討に入る。 

 
● 主な受賞番組（資料１） 

  

３ 今期の主な検証ポイント   

（１）接触者率向上への取り組み  
 
● 接触者率等の目標達成状況 
 
【全国接触者率調査】  調査：全国７歳以上 3,600 人、回答：2,545 人 配付回収法 
  

３か年経営計画では、１週間に５分以上ＮＨＫを「見たり」「聞いたり」した人の率（全体リーチ）
を３年後に 80％、１週間に５分以上放送以外のＮＨＫのメディアに接触した人の率（放送外リーチ）
を３年後に 25％にすることを目標に掲げている。 

  ＮＨＫ放送文化研究所では、６月と 11 月の年２回接触者率の調査をしているが、平成 22 年６月
の調査では、全体リーチが 74.5％、放送外リーチが 20.9％となった。 
全体リーチは、前年同期と比べると 76.1％が 74.5％となったが、統計的な有意差はない。年齢別

に見ると、50 代以上では 80％を越えているものの、13～19 歳で 52％などと低くなっており、若者
層の接触者率の向上が引き続き課題となっている。一方、放送外リーチは、女 50 代を中心に録画再
生が前年に比べ大きく伸びたことなどにより、全体でも有意に増えた。 

 
 2008.6 2008.11 2009.6 2009.11 2010.6 

ＮＨＫ全体リーチ 76.9 76.1 76.1 76.8 74.5％ 

 放送リーチ 76.0 75.4 74.9 75.1 73.0％ 

 放送外リーチ 19.4 17.9 18.1 18.2 20.9％ 

  
【放送評価調査】  調査：全国 20 歳以上 2,203 人、回答：1,365 人 電話法 
  

放送文化研究所は、ＮＨＫの放送に対する視聴者の評価を把握するため、「信頼」「社会貢献」「独
自性」「親しみ」「満足」の５項目について、年４回調査を実施している。３か年経営計画では、こ
れら５つの指標の改善をめざしている。 

  平成 22 年６月調査では、「親しみ」が 53％で前回に続き目標の 50％を上回り、調査開始以来、最
高となった。それ以外の指標も、「信頼」66％、「社会貢献」64％、「独自性」59％、「満足」57％と、
前年度平均より下がった項目はなく、評価は全般的に上がった。特に女性の評価が有意に上がって
おり、今年度の番組改定で、女性視聴者を意識した編成を目指したことの効果が出ているものと思
われる。 

  さらに具体的な役割別にＮＨＫの放送への評価を調べる「側面別評価」でも、「生命・財産を守る」
「正確・公平」などが有意に上がるなど、評価は全般的に上がった。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
● 今期の主な取り組み 
 

経営目標の「接触者率 80％」の達成に向け、平成 22 年度番組改定を実施した。改定にあたって
は、“誰にとっても必要な番組がひとつはある”多様な編成・サービスの提供をめざし、番組・コン
テンツの一層の質の充実、視聴者層の拡大、報道・ジャーナリズムの強化などを基本方針とした。 
 

【総合テレビ】 
平日朝８時～９時台を、女性視聴者を意識したゾーンとして刷新、「連続テレビ小説」を午前８時

開始とし、８時 15 分から大型情報番組「あさイチ」を新設した。夜８時台は幅広い世代に向け「新
感覚ゲームクエスタ」（木）を、夜 10 時台は働き盛り層向けに「こころの遺伝子～あなたがいたか
ら～」（月）、「みんなでニホンＧＯ!」（木）を、夜 11 時台は、仕事を終えたビジネスマンや働く女
性に向けて「Ｂｉｚスポ」を新設した。また、土日午前を大幅改定し、土曜午前は「旅ゾーン」と
し「世界遺産への招待状」など旅番組を並べ、日曜午前は「子どもゾーン」とし「週刊こどもニュ 
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（２）受信料支払率向上への取り組み 

 
● 平成 21 年度活動の総括と平成 22 年度の主な取り組み 
 

平成 21 年度は、地域スタッフの業務を契約対策や未収対策にパワーシフトするとともに、契約・
収納活動を強化するための 10 項目の追加施策を実施するなど、多様な契約増加施策を展開した。 
しかし、長引く景気低迷の影響で、全額免除が想定を大きく上回る 18 万件発生したことなどから、

契約総数は年間増加目標の 30 万件に対して 23 万件の増加（達成率 76％）にとどまった。その結果、
21 年度末の契約総数は 3,685 万件となった。 

 
衛星契約は、デジタル機器の普及に伴い、衛星契約への変更を勧奨する活動を強化したことや、

ケーブルテレビ事業者や電器店・量販店等との連携強化に取り組んだことから、年間増加目標の 60
万件を大きく上回って 69 万件の増加となった（達成率 116％）。 

 
こうした契約・収納活動の強化や受信料制度の理解促進に組織を挙げて取り組んだ結果、受信料

の支払率は、年間目標の 72.2％を達成することができた。 
 

22 年度は、21 年度のこうした状況を踏まえ、受信料の支払率向上（22 年度目標 73.4％）に向け
て、以下の施策を重点に取り組んでいく。 

 
(1)契約・未収対策の強化 
(2)外部委託の推進 
(3)事業所対策の強化 
(4)未契約者への民事手続き推進と未収者に対する支払督促の全国展開 
(5)衛星デジタル放送の受信確認メッセージの活用強化 

 
● 第１四半期の状況 
 
(1)契約・未収対策の強化 
第１四半期における契約総数は、地域スタッフの業務を契約・未収対策にさらにパワーシフトす

るとともに、大量移動期における移動世帯の早期契約対策や新社会人・新入学生を対象とした契約
取次対策に重点的に取り組んだ結果、前年度末に比べて 13 万件増加し、3,698 万件となった。 
しかし、今年度の年間増加目標の 35 万件に対しての進捗率は 36％であり、前年同期の進捗率 48％

を下回り、やや厳しいスタートとなった。 
 

 
 
 
 
 
また、衛星契約は、デジタル機器の普及やサッカーＷ杯南アフリカ大会を契機とした衛星契約へ

の変更対策、移動世帯に対する衛星放送受信の確認の徹底などに取り組んだ結果、前年度末に比べ
て 21 万件増加し、1,477 万件となった。 
今年度の年間増加目標の 65 万件に対しての進捗率は 32％となり、前年同期の進捗率 31％をやや

上回った。 
 

(2)外部委託の推進 
21 年２月から業務を開始した東京都、神奈川県、大阪府の３地区の公開競争入札による業務委託

については、水準を上回る業績を確保し、順調に推移している。 
また、22 年３月と５月には東京都および京都府・兵庫県で公開競争入札公告を実施し、新たな事

業者が決定するなど、業務委託地域も順次拡大しており、外部委託の推進が図られている。 
一方、21 年６月から開始した一定のエリアを担当するエリア型の法人委託については、ＮＨＫの

公開ホームページを活用した募集や地域拠点局ごとの独自の開発により、現在 44 社と業務委託契約
を締結するなど、全国各地で法人委託の開発が進んでいる。 
 

(3)事業所対策の強化 
事業所契約の増加に向けて、21 年２月から開始した事業所割引や 21 年４月から開始した業界団

体取りまとめを活用した契約勧奨を強化している。 
これまでの事業所割引の適用件数は、累計で 107 万件、業界団体取りまとめの適用件数は 33 万件

となっている。 
 

(4)未契約者への民事手続き推進と未収者に対する支払督促の全国展開 
未契約者に対する民事手続きについては、21 年６月と 22 年４月にそれぞれ実施したが、相手方

から設置台数全数の契約締結と受信料の支払いを受けたため、訴えを取り下げた。今後も事業所・
世帯ともに準備の整ったものから訴訟を提起していく。 
また、支払いが滞っている契約者への支払督促の申立てについては、全国 39 都道府県で実施し、

申立て総件数は 956 件となっている。 
支払督促の申立てまたは判決が確定したにもかかわらず受信料の支払いに応じない８名に対し、

申立ての予告を行った上で、５名に対して強制執行の申立てを実施した。そのうち３名については
支払いがあったため、６月末までに申立てを取り下げた。 
 

(5)衛星デジタル放送の受信確認メッセージの活用強化 
21 年 10 月から実施したメッセージ表示内容の改善や消去受付体制の強化により、メッセージ消

去の受付件数が増加した。第１四半期における電話による受付件数は 70 万件（前年度比 196％）、
ホームページ上での受付件数は 27 万件（前年度比 155％）となっている。 

 
● 支払率向上に向けた第２四半期以降の取り組み 

 
第１四半期においても、景気低迷の影響により全額免除の対象となる公的扶助受給者や市町村民

税非課税の障害者が増加し、全額免除への変更件数が前年度と同様高い水準となっており、今後も
その動向を注視していく必要がある。 

 
また、衛星契約の増加数は順調に推移しているものの、契約総数の増加数が前年度に比べ下回っ

ているため、地域スタッフの業務をより契約対策にパワーシフトしていく。また、電話や文書によ
る対策を強化していくことにより未収対策の取り組みを強化していく。 

 
重点施策の取り組みにおいても、未収者に対する支払督促については、今年度、全国 47 都道府県

すべてで申立てを実施するほか、受信確認メッセージの活用強化については、消去受付体制のさら
なる強化を図るとともに、未契約者へのメッセージの再表示など有効な活用方法を検討していく。 

 
今後も、支払率の向上や受信料収入の確保に向けて、経済状況の変化や事業計画に対する契約・

収納活動の進捗状況を注視しつつ、速やかに追加施策を実施するなど、状況の変化に対応した営業
活動を展開していく。 
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４ 第２四半期の執行状況   

（１）視聴者のみなさまの信頼を高めるため組織風土改革に全力をあげます。 
  
主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

（１）視聴者本位の組織風土改革 
【事業計画の実行・検証・改善を徹底】 
【改革推進プロジェクトを核とした経営２目標達成への取り組みの推進】 
・21 年度第４四半期業務報告において、21 年度事業計画の進捗状況について年間総括を行った。５月には「ブ

ロック経営会議」「改革推進プロジェクト本部担当者会議」を開催し、21 年度総括を踏まえて 22 年度の課
題と対応について議論を行った。６月には「改革推進プロジェクト全体会議」、「改革推進会議」を開催し、
22 年度の取り組みについて課題と認識を共有した。（資料２） 

 
・21 年度の取り組みについて、「視聴者視点によるＮＨＫ評価委員会」の報告が 6 月に出されたが、「経営の
信頼性」は必要な水準に届かなかった。これを受けＮＨＫは、改善に向けての組織活性化など今後の取り
組みを示す「ＮＨＫ見解」を公表した。 

 

 
 
・「改革推進プロジェクト」が核となり、四半期業務報告を

軸として事業計画の進捗を管理・推進していく仕組みが
定着してきた。「ブロック経営会議」では、特に要員のシ
フトや予算の使い方など、地域の実情にあった経営資源
の有効活用を図るべく、活発な議論が行われた。 

 
・評価の結果、緊急報道の実績や大型番組の反響により「放

送の信頼性」については必要水準を超えたが、「経営の信
頼性」については、変化への対応力や人材育成への課題
が指摘され、必要水準に届かなかった。 

 
 
・経営２目標の達成に向け、現在のＰＤＣＡを回す取り組
みをさらに強化していく。 

・今後の経営課題を議論するにあたって、「改革推進プロジ
ェクト」がより有効に機能するよう、会議の持ち方、活
動方法などについても検討していく。また、「ブロック経
営会議」での議論が、具体施策に結びつくような仕組み
の検討も行っていく。 

・「視聴者視点によるＮＨＫ評価委員会」については、21 年
度の活動を踏まえ、よりよい評価指標の確立に向けて検
討を開始している。 

（２）「開かれたＮＨＫ」の実現 
【経営トップがテレビ番組等で方針や実施状況を説明するなど情報発信の強化】 
・広報番組「三つのたまご」に毎月１回経営トップが出演し、「22 年度ＮＨＫ予算と事業計画」「テレビの完

全デジタル化に向けて」等をテーマに、経営方針や取り組みなどを伝えた。 
 
 
・平成 21 年度事業計画の達成状況を取りまとめた年次報告「視聴者のみなさまへ～平成 21 年度の取り組み
～」を作成し、６月に公表した。 

 
 
 
・「ふれあいミーティング」については、今年度から経営２目標に資する提案制度を導入し、地域放送局から

提案を求め、20 局・25 件を採択し、釧路、新潟、大分など８放送局の提案について、ノウハウ・コスト両
面からサポートを開始した。６月は、日本チームの活躍で話題となったサッカーＷ杯南アフリカ大会を題
材にＮＨＫのスポーツ番組へのご意見を伺うミーティングが３か所（釧路、水戸、松山）で行われた。 

 
【視聴者コールセンターの対応強化】 
・22 年 10 月運用開始予定の新コールセンターに向けたシステム対応を進めた。５～６月の総合テストがほぼ

予定どおり終了し、新東京コールセンターの端末機器類の設置も予定どおりに完了した。また、７月下旬
から開始する予定のコミュニケーターを対象にした研修の準備を進めた。 

 
・電話の外部応答率は、４月 73.1％、５月 85.5％、６月 70.5％と推移し、３か月平均は 75.6％で、目標の
75％を 0.6 ポイント上回った。 

 
・メールの２日以内返信率は、４月 86％、５月 90％、６月 94％と推移し、３か月平均は 91％で、目標の 84％

を７ポイント上回った。 
 
【視聴者との新たな回路の充実】 
・５月連休明けまでに、「ＮＨＫ携帯メンバーズ」と「ＮＨＫオンラインメンバーズライト」で提供していた

会員サービスの「ＮＨＫネットクラブ」への移行を完了させた。会員数は、４月に約 83,000 人、５月に約
35,000 人、６月に約 42,000 人増加し、６月末の会員数は 69 万 7,282 人となった。 

・会員サービスの充実を図り、ネットクラブとの連動番組として「ニュースで英会話」「となりの子育て」等
の番組が加わったほか、「技研公開 2010」では、プレミアム会員を対象に、「ガイドツアー」などの事前参
加募集を行い、会員限定サービスを実施した。 

 
 

 
 
・説明責任、視聴者反響の点からも、経営トップ自らが出
演しての説明は必要であり、今後も継続していく必要が
あると考えている。 

 
・ＮＨＫが視聴者に約束した事業計画の達成状況を、冊子
にまとめ、さまざまな場で配布するとともに、ＮＨＫオ
ンラインでも公表することで、視聴者への説明責任を果
たすことができた。 

 
・提案制度を導入したことで、視聴者から“何”を聞いて
“どう”活かすのかが明確になり、手ごたえを得ている。 

・８放送局の開催目的は、接触者率の向上を狙いとしたミ
ーティングが５回、支払率の向上をめざしたものが３回
であった。 

 
・開発工程の遅延を早期に挽回し、完成度向上に向けた着
実な工程管理につなげることができた。 

 
 
・大相撲不祥事に関する視聴者からの電話の集中があり、
６月は厳しい数字となったが、３か月平均では、目標値
を上回ることができた。 

・メール返信も同様であったが、担当者が迅速的確に視聴
者に回答するよう努めた結果、目標を大きく上回る数値
を達成することができた。 

 
・会員認証が「ＮＨＫネットクラブ」に一本化され、お客
様に、ひとつのＩＤ・パスワードで、ＮＨＫのすべての
会員制サイトをご利用いただけるようになった。会員数
は、年間目標の 95 万人に向け順調に推移している。 

・「ＮＨＫネットクラブ」発足時における連動番組サイトは
４つだったが、11 に拡大した。 

 
 
・７月は、永井技師長の出演で「完全デジタル化まで１年」

を予定している。 
 
 
・上半期終了後には、昨年同様、半期の取り組みを報告す
る予定である。 

 
 
 
・７月には、２回目の提案を募集し、全国各地域放送局へ
の浸透を図っていく。 

 
 
 
 
・今後は、全体プロジェクト推進体制がＮＨＫ側にシフト
する。「全体工程会議」や「移行体制」など体制を固めて、
着実な移行準備を進めていく。 

 
・ピーク時の予測、担当者の措置等により、応答率の向上・

２日以内返信率の維持を図っていく。 
 
 
 
 
 
・７月以降は、口座振替事前通知によるＰＲ効果が薄れる
ため、新規企画の開発や周知広報に一層の取り組みを図
っていく。 

 
・今年度中、さらなる連動番組の増加をめざしていく。 

（３）公共放送を担う人材の育成強化とコンプライアンスの徹底  
【ジャーナリスト適性を見極める選考方法の実施】 
・公共放送人・ジャーナリストとしての適性をもった人材の採用にあたり、業務別の説明会を複数回実施す
るなど、採用周知活動を積極的に展開した。採用選考においては、公共放送人・ジャーナリストとしての
適性を見極めるため、従来の１対１の面接に加え、番組を視聴してのグループディスカッションや報道資
料を読んでの企画提案といった選考を実施した。 

 
 
・応募者数が前年より増加したほか、専門誌の調査によれ
ば、「複数の記者と話をする機会があり、本当に自分を見
てくれていると感じた」等の点が学生から評価された。 

 
 

 
 
・10 月にオープンする定期採用ホームページについては、
全面リニューアルを行い、さらに情報提供を強化する予
定である。 

 
 

方針１
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主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

 
【コンプライアンスを徹底させるための研修強化・勉強会の実施】 
・新管理職、新放送局長というマネジメント層向けの研修において、リスクマネジメントを先輩局長が語っ
たり、ロールプレイを取り入れたりして、コンプライアンスに関する内容を充実させた。 

 
・入局 10 年目の職員を対象とした公金意識研修（営業活動や視聴者意向吸収活動等）を実施したほか、 
新採用者に対し、コンプライアンスに関する講義とともに、配属後約１か月間（５月）、公金意識研修を実
施した。 

 
 
 
【異業種交流研修の実施】 
・放送倫理などを中心に、民放連と合同で、入局・入社１～３年目を対象とした「放送人基礎研修」を実施
し、民放から 117 名、ＮＨＫから８名が参加したほか、海外・国内の企業・研究機関への派遣開始が３件
あった。 

 
【組織横断的な人事異動の拡大】 
・21 年度に引き続き、放送現場の若手・中堅管理職を、協会全体のスタッフ部門に配置するなど、交流異動
を積極的に行った。 

・高位管理職については、昨年度と同じく部局を越える異動が３割を超えた。 
 
【士気、モチベーションを高める公正な評価制度の確立】 
・複眼による評価について、昨年度まず管理職で導入した部局を超える推薦について、専任職、そして一般
職の賞与査定の際についても拡大、実施した。 

 
【内部統制の取り組み強化、グループ・リスクマネジメント体制構築】 
・リスクマネジメント委員会において、「20～21 年度に提起した協会全体課題」への対応状況の総括と、引き

続き進捗管理の必要な課題の確認、21 年度の関連団体のコンプライアンス活動、および関連団体のリスク
抽出から提起された課題の報告を行った。 

 
 
 
 
・今年度「見える化」を更新する本部各部局に対して、実施手順を説明した。また、来年度に「見える化」
の更新を行う地域放送局に対しては、部局リスクマネジメント委員会で自主的に新たな課題の点検を行う
よう指示した。 

 
・ＮＨＫのＩＴ統制を確立するため、ＩＴ統制推進に係る 22 年度重点活動項目を定め、ＩＴ統制委員会で承

認を得たほか、全体最適化とＩＴリスクマネジメントなどを柱に、情報システムの中長期計画の策定を進
めている。 

 
・情報システムの管理面と、情報システム及び放送設備のセキュリティ面に係るガイドラインについて、関
連部局との分科会方式で集中的に策定作業を進め、ほぼ完了した。また、業務用ＰＣの一元管理とセキュ
リティ強化に向け、業務用ＰＣの廃棄・リユースについて、請負業者との契約を締結し、７月から本部で
運用開始できるよう準備を進めた。 

 
 
・内部監査については、21 年度監査を計画通り終了するとともに、22 年度監査を開始した（関連団体調査に

ついても開始した）。 

 
 
・新管理職研修の受講者の事後レポートでは、「組織の危機

管理や部下とのコミュニケーションに極めて有用」など
好評意見が多く、有効であったと考えている。 

・６月に公表された「視聴者視点によるＮＨＫ評価」にお
ける職員調査によると、公金意識研修がコンプライアン
ス対策の取り組みとして、「効果があった」と回答した割
合が 68.4％となったほか、e-ラーニング等の研修につい
ても６割が「効果があった」としており、有効性が確認
されつつある。 

 
・「放送人基礎研修」の参加者からは「ＮＨＫと民放の違い、

放送のあり方を見つめ直す貴重な機会」等の反応があり、
若手職員の視野を広げる上で大きな効果があったと考え
る。 

 
・現場記者、プロデューサーをスタッフ部門に配置するな
ど今年度も積極的な交流に努めた。 

 
 
 
・複眼による評価について当初設計の形が完成した。さら
に定着を図っていく。 

 
 
・各部局においても、課題への対応を着実に実施するなど、

リスクマネジメント体制は概ね機能している。 
・３回目となる関連団体のリスク抽出は定着しつつあり、
グループ全体のリスクマネジメント体制は概ね整いつつ
ある。 

・ただし、個別の対応が必要な課題についても、「グループ
総合力の充実」と連動して取り組む必要がある。 

・「見える化」の重要性や効果について、各部局の理解が進
んでおり、業務プロセス統制の自走体制は確立されてき
ている。 

 
・22 年度の重点活動項目について、組織横断的な理解を得
た。中長期計画については、当初予定より策定作業に時
間を要しているが、着実に行っていく。 

 
・ＩＴ統制の規程から基準・ガイドラインに至るＩＴ管理
ならびにセキュリティに関わる包括的な体系を整えるこ
とができた。 

・業務用ＰＣの一元管理によって、情報漏えいリスクの低
減、環境経営への貢献が期待できる。 

 
・21 年度の課題であった業務平準化の課題に対応するよう、

早期の着手を行う計画としており、それに沿って実施し
た。 

 

 
 
・研修アンケート等の詳細な分析、実施総括は、７月以降
を予定している。 

・７月に実施する、経営・新副局長・ポスト長の各研修に
ついても、階層や役割に応じたマネジメント力育成に向
け、研修内容を検討している。 

・公金意識研修は、７月以降、各層に対して実施していく
（22 年度対象者は約 1,100 名）。 

 
 
 
・テーマパーク会社との合同研修の新規立ち上げの協議を
進めるなど、引き続き異業種交流研修の拡充を図ってい
く予定である。 

 
 
・高い専門性と広い視野を有する人材を多数育てるべく、
引き続き、実のある交流異動を行っていく。 

 
 
 
・被考課者の納得性を高めることが最大の課題であり、複
眼による評価に加え、考課者教育の充実、それに加えフ
ィードバックの内容を充実させる方法の検討など、実効
のある仕組みを検討していきたい。 

・今後は、引き続き対応が必要な「地域放送局の諸課題」「放
送センターのセキュリティ向上」に向けて進捗管理を行
う。 

・「グループ総合力の充実」に向けて、リスクマネジメント
の観点から積極的に貢献していく。 

・各団体の自走体制をより一層確立するために、引き続き
関連事業局と連携しながら支援を行っていく。 

・本部各部局の「見える化」更新作業を 10 月をめどに終了
し、課題の集約・検討を行ってリスクマネジメント委員
会に報告する。 

 
・中長期計画の議論と並行して、中長期ＩＴビジョンの具
体工程の策定作業を急ぎ、第２四半期にはＩＴ統制委員
会に提示する。 

 
・今後は、今回策定したガイドラインに則って、システム
の管理やセキュリティの推進のＰＤＣＡを着実に回して
いくことが重要となる。 

・ＰＣの不正行為者を特定するための利用者ＩＤ一元管理
が課題であり、第２四半期から関連するシステム整備に
向けた作業に着手する。 

・それぞれの部局の内部統制が的確に機能しているか、監
査していく。 

方針１
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（２）日本の課題、地球規模の課題に真正面から向きあいます。 
  方針２
主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

（１）視聴者のニーズにきめ細かくこたえる情報番組の充実・強化 
・平成 22 年度は、経営目標の「接触者率 80％」の達成に向けて“誰にとっても必要な番組が少なくともひと

つはある”多様な編成・サービスの提供をめざし、大幅な番組改定を行った。 
 
・総合テレビでは、朝の「連続テレビ小説」を放送開始以来、初めて午前８時開始とし、その後、大型情報
番組「あさイチ」を新設した。午後８時台には、幅広い世代に向けて「新感覚ゲーム クエスタ」、「イキ
だね！わたしの東京時間」を新設した。午後 10 時台には働き盛り層に向けて「こころの遺伝子～あなたが
いたから～」、「みんなでニホンＧＯ！」を新設し「ドラマ１０」を移設、午後 11 時台には仕事を終えたビ
ジネスマンに役立つ経済・スポーツ情報の提供をめざし「Ｂｉｚスポ」を新設した。 

 
・土曜午前には「世界遺産への招待状」などの旅番組を、日曜午前には「週刊こどもニュース」など親子で
楽しめる番組を移設した。若者向け番組を木曜～日曜の深夜帯に集中編成し、「ケータイ発ドラマ 激♡恋」、
「オンバト＋」などでは、３-Screens を駆使して公募や投稿など視聴者参加の工夫を多く取り入れた。 

 

 
・総合テレビは、ビデオリサーチ社による平日月曜～金曜
の午前８時台の平均世帯視聴率が昨年度同期の 9.8％か
ら 11.1％に、９時台平均は 3.6％から 4.6％にそれぞれ上
昇した。午後８時台は木曜日、金曜日に新番組を編成し
たが、月曜～金曜を通した午後８時～８時 45 分の平均世
帯視聴率は 10.3％で、前年同期と変わらなかった。 

 
・子どもと親世代に向けて大幅な移設を行った日曜午前と、

働き盛り層の獲得をめざした平日午後 11 時台後半は、視
聴率が低下した。 

 
 
 
 

 
・総合テレビの平日午後 11 時台後半は、今後、働き盛り層

に届く効果的なＰＲを工夫しながら、内容の更なる充実
に努め改善を図っていく。 

 
・大幅な移設を行った土日午前は、放送中の番組のブラッ
シュアップやＰＲの強化など努力を重ねるとともに、後
期の改定や新年度の改定の議論を通して今後の改善方向
を見出していきたい。また、テレビ以外のメディアにま
すます親和性を深める若年層にどのようにアピールをし
てＮＨＫの視聴を促すか、放送外のリーチを伸ばすなど
工夫を重ねたい。 

 

（２）多様なサービスによる視聴者層の拡大 
・日本の原点に新たな視点で迫る番組としてスタートしたＮＨＫスペシャル プロジェクトＪＡＰＡＮ。 

2010 年、韓国併合から 100 年を迎えるのを機会に、世界各国の最新の一次資料と証言などをもとに、日本
と朝鮮半島 100 年の関係を見つめ直し、東アジアの未来をグローバルな視点から見通す５回シリーズ「日
本と朝鮮半島」の放送を開始した。４～６月は、「第１回 韓国併合への道」「第２回 三・一独立運動と
“親日派”」「第３回 戦争に動員された人々」の３本を放送した。 

 
・６月 11 日に開幕したサッカーＷ杯南アフリカ大会については、総合、衛星第１、ラジオ第１で生中継を中

心に 44 試合を放送した。ＮＨＫスペシャルでは、Ｗ杯開催で注目が集まるアフリカの今を活写した「アフ
リカンドリーム」や、Ｗ杯の注目選手の素顔を紹介したシリーズを制作し、放送した。 

 
・高品質で斬新なドラマ制作への取り組みとして、「ゲゲゲの女房」ではタイトル制作にＣＧ・実写・アニメ

ーションによる高度な合成処理を導入し、昭和の車窓シーンでは大型液晶ディスプレイを活用した実写表
現を行なった。「龍馬伝」は１秒 30 コマのプログレッシブ撮影等による斬新な映像表現に取り組んでいる。

 
・教育テレビでは、平日午前の幼児・子ども向け番組の放送時間を、幼稚園・保育所に向かう子どもたちに
合わせ、早い時間帯に移設した。視聴層拡大をめざし、若者向け番組として平日午後６～７時台に「テス
トの花道」「デジスタ・ティーンズ」「大科学実験」を、土曜午後 11 時台に「スコラ 坂本龍一 音楽の学
校」を、日曜午後６時に「ハーバード白熱教室」を新設した。 

 

 
・シリーズ「日本と朝鮮半島」については、「両国の視点で

とらえ、日韓の歴史認識の溝を理解できた」「多くの資料
や証言などを丁寧に取材し、積み重ねている」など多く
の好評意見が寄せられた。世帯視聴率は、第１回が 7.7％、
第２回が 7.0％、第３回が 5.8％だった。 

 

・サッカーＷ杯南アフリカ大会は、６月 14 日に生中継した

日本対カメルーン戦の毎分の視聴率が最高で 49.1％に達

し、関心の高さがうかがえた。 
 
・「ゲゲゲの女房」は女性 40～50 代、「龍馬伝」は 10 代の
若い視聴者に見られており、多彩な映像表現による質の
高いドラマ制作が、視聴者層の拡大にもつながっている。 

 
・教育テレビは、平日午前の番組の平均世帯視聴率が向上
した。「テストの花道」は、番組サイトの登録者数が高校
生中心に１万 8,000 人を超えた。「ハーバード白熱教室」
はＮＯＤの見逃し番組で上位にランクインした。 

 
 

 
・第４回以降、在日コリアンをテーマにした戦後の時代を
描く。これまで通り、一次史料や証言に基づく事実の積
み重ね、新たな切り口を軸に、番組制作を続ける。 

 
 
 
・決勝戦まで、４年に１度のサッカーの祭典の魅力を余す
ところなく視聴者に伝える。 

 
 
・ＮＨＫの看板番組としてふさわしい、多彩で質の高い映
像表現を具現化するため、今後もＣＧなどの効果的、効
率的な制作手法を追求していく。 

 
 
・教育テレビは、今後、小学校高学年～中学生をターゲッ
トとした番組の可能性を探っていく。「ハーバード白熱教
室」については、８月にサンデル教授が来日するのを機
会に特集番組を編成する。 

 

（３）信頼にこたえ、暮らしに役立つ報道の強化 
・報道ビッグプロジェクト「あすの日本」では「無縁社会」キャンペーンを展開し、特別番組「無縁社会 私

たちはどう向き合うか」、追跡！ＡtoＺ「無縁社会の衝撃」を放送した。また、日米安保 50 年にあわせた
シリーズ企画「現場報告 在日米軍基地」、人口減少時代の課題を探るシリーズ企画「日本再設計」「縮むニ
ッポン」を「ニュースウオッチ９」や「ＮＨＫニュース おはよう日本」で放送した。 

 
・民主党政権をめぐる一連の政局報道では、「鳩山首相辞意」を特ダネとして報じたのをはじめ、「社民党連
立離脱」などの情報をいち早く伝えた。その他、大相撲の野球賭博をめぐる大嶽親方の単独インタビュー、
地球に帰還した小惑星探査機「はやぶさ」の大気圏突入の映像などの特ダネを相次いで報じた。 

 
・沖縄・普天間基地の移設問題や宮崎の口てい疫問題などで、報道局各部と現地局が連携した取材体制をと
り報道に取り組んだ。 

 
・気象庁が、警報・注意報の発表区分を変更したのにあわせて、ＮＨＫでも、原則として市町村ごとに警報・

注意報を速報する取り組みを始めた。 
 
 

 
・「在日米軍基地」や「日本再設計」のシリーズ企画では、
地方局の記者にも参加を求め、結果として、広がりのあ
る報道が実現できたほか、地方局の若手記者の育成にも
貢献できた。 

 
・鳩山首相辞意を受けた「ＮＨＫニュース７」は、放送枠
を 30 分拡大した後半の視聴率も 17.0％と、幅広い年齢層
に見られた。「はやぶさ」の独自映像は、記者・カメラマ
ン２人だけのクルーによる事前準備と的確な判断の成果
だった。 

 
・６月の九州南部の大雨等で、よりきめ細かい情報の提供
につながっている。 

 
 

 
・秋をめざして、「財政危機」と「核政策」をテーマにした

２本のＮＨＫスペシャルの準備を進める。 
 
 
 
・地方と国政、あるいは１つの地域と全国が直結する課題
が増えている中で、今後も、ＮＨＫのネットワークを生
かし、地域放送局との連携を強化していきたい。 

 
・今季の雨のシーズンでの運用を通して、視聴者への伝え
方についてさらに検証する。 
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主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

（４）“衛星新時代”に備えた衛星放送の充実 
・衛星放送は、来年の２波化に向けて、衛星第１では「ニュース・情報番組・スポーツ」の３本柱に特化し、

衛星ハイビジョンと衛星第２では番組の整理統合と、核となるソフトの開発を行った。 
 
・衛星ハイビジョンでは、午後９時台に、「総合診療医ドクターＧ」（月）、「いのちドラマチック」（水）、「プ

ラネットベービーズ」（木）、「にっぽん巡礼」（土）、「地球ドキュメント ミッション」（日）を新設した。
 
・衛星第１では、日曜午後６時～９時台に「エキサイティングスポーツ」枠を増設した。土曜夜間には地域
放送局と連携したコンパクトな公開番組「関口知宏のオンリーワン」を新設し、さらにインターネットを
使ってグローバルディベートを行う新機軸番組「プロジェクトＷＩＳＤＯＭ」を開発した。 

 
・衛星第２では、エンターテインメント番組を積極的に開発し、大型エンターテインメント番組「ザ☆スタ
ー」、マンガ・アニメなど取り上げる「ＭＡＧ･ネット」、「熱中スタジアム」、「Ｍｉ/Ｄｏ/Ｒｉ～緑遊のすすめ
～」を新設した。 

 

 
・衛星ハイビジョンでは、継続番組「プレミアム８」を中
心に、おおむね視聴率は上昇傾向にある。 

 
・衛星第１では、日曜夜間の「エキサイティングスポーツ」

枠の平均世帯視聴率が前年度に比べて向上した。 
 
・衛星第２では、新番組「ザ☆スター」の平均世帯視聴率が
0.8％、最高 2.4％となり、「見ごたえがある」「感動した」
など好意的な意見が多く寄せられている。「ＭＡＧ･ネット」
は、ホームページへの投稿が３か月で 3,000 通を超え、ネ
ットでの認知度は確実に高まっている。 

 

 
・新番組は、いずれも安定的に見られているものの十分と
は言えない。今後、衛星放送の視聴ターゲットやコンセ
プトを明確にし、チャンネルイメージを高める番組をさ
らに開発していく。 

 
・スポーツについては、後期改定から衛星第１の午後７時
～９時台をエキサイティングスポーツゾーンとして確保
し、ＮＢＡのゲームを丸ごと伝えるなどスポーツファン
のさらなる獲得をねらう。 

 
・「ＭＡＧ･ネット」などネットや携帯で話題になっている番
組をＢＳ視聴に結びつけていくため、今後は、話題性のあ
るテーマや人物も放送する。 

 
（５）視聴者の信頼と期待にこたえるための調査研究の推進 
・ＮＨＫ放送文化研究所では、「全国接触者率調査」「全国個人視聴率調査」「放送評価調査」の３調査を６月

７日から 13 日の一週間実施した。 
 
・文研が、テレビ視聴行動の現状を把握するために昭和 60 年から５年ごとに実施してきた全国調査「日本人

とテレビ」調査の平成 22 年の結果について報告し、25 年間のテレビの見方の変化を意識・実態の両面から
分析した。 

 
 
 

 
・６月の「全国個人視聴率調査」では、サンプル数を増や
し全国だけでなく地域ブロック別の接触者率も報告して
いる。週間接触者率の、経年変化や、放送波別の接触者
率について、ブロックごとの傾向を把握できた。 

 
・「日本人とテレビ」調査の結果、テレビ視聴は引き続き堅

調である一方、新聞の相対的地位の低下やインターネッ
トの伸長が明らかになった。また、年齢層によってテレ
ビの位置づけが異なることなども確認できた。 

 
 
 

 
・「全国接触者率調査」「全国個人視聴率調査」「放送評価調

査」の結果について分析を行い、今後の放送に役立てて
いく。 

 
 
・「日本人とテレビ」調査は、テレビやメディアの長期的な

変化が把握できる唯一の調査であり、次期経営計画の議
論のための基礎データとしても活用する。 

 
 
 

方針２
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（３）放送・通信融合時代の新サービスで公共放送の役割を果たします。 
  
主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

（１）ＮＨＫコンテンツの“３-Screens”展開の推進 
【ＰＣ・携帯向けサービスの充実】 
・ＮＨＫオンライントップページのリニューアル、「ＮＨＫニュース」ページの一新、「ＮＨＫ気象・災害情

報」ページの大幅強化などを実施した。 
・ＮＨＫオンライントップページのアクセス数は４～６月で 12 億 9,025 万ページビュー、前年同期と比べ
30％増加した。ＮＨＫケータイサイトのアクセス数は４～６月で１億 3,132 万ページビュー、前年同期と
比べて 22％増加した。 

・ツイッターを現在 26 のサイトで利用している。広報局が担当するツイッターサイトでは、フォロワーとし
て登録している人が６万人に上るなど、視聴者との新しい回路となる可能性を示している。 

 
【放送・通信の連携】 
・放送と通信を連携させた番組として、総合テレビに、若い女性に好評のケータイ小説サイト「魔法のｉらんど」

で人気の高かった作品をドラマ化した「ケータイ発ドラマ 激♡恋」、教育テレビに、好評だったクロスメディ
ア番組の続編「リトル・チャロ２ 英語に恋する物語」などを新設した。 

・ラジオのホームページアクセス数が大きく伸びており、「ラジオ深夜便」が前年同期に比べ 8.3 倍、５月に
放送した「今日は一日”帰ってきたアニソン”三昧」が１日で 1,200 万ページビューを記録した。 

・サッカーＷ杯南アフリカ大会では、データ放送、ＰＣ、モバイルの３-Screens で全試合のリアルタイムの得点や選
手情報、関連ニュース、応援メッセージなどの情報を伝えた。 

 
【ワンセグ独自サービスの拡充】 
・開始２年目のワンセグ独自サービスは、基本放送時間を週８時間から 11 時間 20 分に拡大し、既存番組の
内容強化に加え、ワンセグならではのデータ放送や通信機能を生かした番組を増設した。 

・昨年度好評を博した「ワンセグ ランチボックス」の放送時間を 40 分から 60 分に拡充した。 
・土曜午後１時台に、青山サテライトスタジオを活用した視聴者参加型双方向番組「青山ワンセグ開発」を
新設、秋からのレギュラー枠をかけて、視聴者の投票で企画の勝敗を決める「企画対決」を実施している。

・１週間が 10 分でわかるニュース番組として「モバイル週間ニュース」を、土曜に５枠新設した。 
 
【ネット広場の具体化】 
・インターネット上で、仕事や恋愛などの悩みを真剣に語り合ってもらい、番組でも取り上げていく新感覚
ネットドキュメント「青春リアル」は２年目を迎え、番組サイトへのアクセスは４～６月で 416 万ページ
ビューにのぼり、昨年同期と比べて 2.5 倍に急増している。 

 
【“３-Screens”展開に資する新放送情報システムへの移行】 
・コンテンツの充実、サービスの強化に向けた新放送情報システムの整備では、８月からの段階的移行に向
けた対応を推進した。８月の移行計画の策定が完了し、移行リハーサルは２回実施、７月の最終リハーサ
ルを残すのみとなった。 

・本部と放送局、子会社等の利用者を対象に細やかなカリキュラムを組むなど、新放送情報システムの研修
や習熟訓練を進めた。また、情報セキュリティ強化に向けた権限管理のルールを策定し、体制を整備した。

 

 
 
・アクセス数増加の理由としては、一新した「ＮＨＫニュ
ース」ページへのアクセス大幅増に加え、「ＮＨＫ気象・
災害情報」ページ、好調なドラマのＰＣ・携帯サイトや
新番組「あさイチ」サイトへのアクセス増、サッカーＷ
杯南アフリカ大会の３-Screens 展開などが挙げられる。 

 
 
 
 
・「ケータイ発ドラマ 激♡恋」は、20 分のドラマのあと 10
分間の生放送で、視聴者からの感想や“激♡恋”エピソー
ドを受け付けた。投稿数は６回合計で約 7,000 通、うち
85％が 10 代で、20 代を加えると 97％を占めた。 

・最近は中高年世代も気軽にパソコンや携帯を使うように
なっていることが、ラジオのホームページアクセス数増
加の背景にある。 

 
 
・「青山ワンセグ開発」の企画対決には 1,700 通の投票があ

り、その 80％以上が 30 代以下だった。 
・「モバイル週間ニュース」には、「毎日放送してほしい」「定

番化してほしい」などの意見が数多く寄せられている。 
 
 
 
 
・「青春リアル」は、アクセスの半数が若い世代に親和性の

高い携帯からであり、若い視聴者の間に、安心して意見
交換が出来る“公共のネット広場”としての役割が定着
してきていると考えられる。 

 
・進捗管理を確実に実施したことで、システムおよび業務
の段階的な移行に向けた準備作業は順調に進んでいる。 

 
・新システムへの切り替えで利用者が戸惑うことのないよ
うに、丁寧な研修を心がけた。研修には、600 名余りが参
加し、一定の成果が上がった。 

 
 
・８月に、ＮＨＫオンラインのトップページに、新しい検
索エンジンによるサービスを導入し、検索結果の画面に
項目に対応した画像を縮小表示するサムネイル機能を加
えるなど、分かりやすく改善する。今後は、利用者に応
じたカスタマイズ機能の充実も検討する。 

 
 
 
 
・音声波の接触者率アップのために、３-Screens 展開の重
要性はますます高まっている。今後、インターネットと
連動した新時代の音声波のあり方を積極的に提示してい
く。 

 
 
 
 
 
・６月にも視聴モニター調査を実施しており、４月の調査
結果との比較分析を踏まえて、さらなる番組のブラッシ
ュアップを図っていく。 

・「モバイル週間ニュース」「青山ワンセグ開発」について
は、ＰＣや携帯のサイト、ＳＮＳなどで効果的にＰＲを
行い、視聴者の認知度を高めていきたい。 

 
 
・「青春リアル」への携帯からのアクセスが急増しているこ

とを受けて、若年層世代へのアプローチの仕方を工夫し
て、さらに視聴者層を開拓していきたい。 

 
 
・８月と 10 月に予定されている新放送システムへの移行に

向け、リハーサルの実施、実施体制の確立などを推進し、
移行を予定通り完遂する。 

・７月中に、本部６回・放送局３局の研修を実施するほか、
８月にもフォローアップ研修を設定するなどして、操作
の習熟を継続的に図っていく。 

 

（２）「ＮＨＫオンデマンド」のさらなる充実 
・４月から、ＰＣ系会員数は、毎月およそ２万人ずつ順調に増加しており、６月末で 47.7 万人に達した。ま

た、売り上げについては、４月は新年度編成による新番組配信で前月比７％増、５月は大型連休と週末が
５回あり前月比 17％増となった。６月はサッカーＷ杯南アフリカ大会の中継による配信番組数の減少など
があり、利用が少なく前月比 15％減となった。しかし、４～６月の売り上げについては 1 億 1,285 万円と
前年同期の２倍の実績となった。（資料３） 

 
・４月から、ＰＣ用の動画フォーマットを Windows Media Video から Flash Video へ変更し、MacOS からの利

用も可能となった。InternetExplorer だけでなく FireFox、Safari などからも利用できるようになった。
 
・セリフを字幕で表示するＰＣ向けサービスの試行を４月から開始し、連続テレビ小説や大河ドラマなど、
１日４、５本程度を配信している。また６月には、新たに「テキスト版」サイトを制作し、目の不自由な
方などが音声読み上げソフトウェアを使用してアクセスする際に、操作しやすいよう改修を行った。 

 
・ＰＣ系会員数増加は、２月からの「見逃し見放題パック」

の値下げ（1,470 円→945 円）と４月からの Flash Video
の導入が功を奏していると思われる。 

 
・Flash Video へ変更した４月のＰＣユーザー契約は、通常

の月よりも増え、売り上げに貢献できた。これまで利用
できなかった MacOS からの利用が拡大しており、今期の
ＰＣ系売り上げの約 10％を占めた。 

 
・「テキスト版」サイトについては、操作しやすくなったと

いう声が寄せられており、利便性の向上に一定の成果を
挙げることができた。 

 
・夏期特集期間の見逃し番組と魅力的な特選ライブラリー
のラインナップを組み、大幅な売り上げ増をめざしたい。

 
 
 
 
・字幕サービスは、「誰でも使えるＮＯＤサービス」実現に

向けて、今後も充実に取り組んでいく。また、テレビ系
サービスにおける利便性の向上が課題となっており、各
プラットフォームと連携したユーザーインターフェース
の改修にも取り組んでいく。 

 

方針３
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主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

 
・４～６月の見逃し番組の配信本数は 1,995 本、特選ライブラリーの配信本数は６月末現在で 3,000 本とな

り、いずれも前期を上回った。見逃し番組の総視聴数は 85 万 1,964 回で、特選ライブラリー（無料、一部
無料を除く）の総視聴数は 16 万 5,359 回でドラマ、歴史番組、サイエンス系番組に人気が集まった。また
大河ドラマ「龍馬伝」にちなみ、関連番組をまとめた「春の限定 坂本龍馬パック」など視聴傾向やニー
ズをとらえた販売戦略を打ち出した。 

 
・権利者団体との合意により、今年度から見逃し番組の配信期間を、10 日間から原則 14 日間に延長した。ま

た、権利者団体との交渉の結果、放送から２週間は「見逃し番組」で、その後は「特選ライブラリー」で
配信するシームレス配信が可能となった。見逃し番組で視聴数が多く好評だった番組について、早い段階
での特選ライブラリー化を進めており、土曜ドラマ「外事警察」は放送後約４か月で配信した。 

 

 
・特集ページや春の限定パックで訴求した番組の多くが、
月間視聴数の上位を占めており、売り上げ増加につなが
った。 

 
 
 
・配信期間延長とシームレス配信は、「見たい番組が見たい

時にない」という声に応えるサービスとして意義は大き
い。例えば「デスパレートな妻たち５」は、見逃し番組
からのシームレス配信により、月間ランキング上位にす
べて入った。 

 
・７～８月は、夏期特集編成により定時番組が減少するが、

特集番組の配信に取り組み、ラインナップの充実を図る。
また、期間限定パックが売り上げに貢献していることか
ら、夏休みに子供や家族で見られる番組を中心に、「恐竜」
「宇宙」「鉄道」などをテーマとした「夏休み限定パック」
を７月から配信する。 

 
・ＮＨＫスペシャルの一部やドラマなどで、シームレス配
信を順次拡充していく。また、見逃し番組で人気が高く、
その後も配信要望が数多く寄せられている「ハーバード
白熱教室」など、放送から間もない番組の特選ライブラ
リー化を進め、利用者のニーズに応えていく。 

 

（３）放送・通信融合時代を先導する技術の研究・開発の推進 
・「技研 80 年 さらなる未来へ」をテーマに、ＮＨＫ技術研究所開所 80 周年記念の技研公開を５月に開催し、

44 項目の展示を行った。今後の技研の研究開発の方針を提示し、視聴者や内外の放送関係者に、放送技術
の未来と技研の果たす役割を示した。（資料４） 

 
 
【スーパーハイビジョン（ＳＨＶ）】 
・フル解像度カメラシステム、高効率映像符号化装置、22.2ch 音響制作システム、ＳＨＶ音響家庭再生等を
展示するとともに、開発指針となるＳＨＶ研究開発ロードマップを明らかにした。 

・平成 21 年度に開発した新型カメラを用いて４月にＮＨＫ交響楽団の演奏会を収録し、技研公開用コンテン
ツを制作した。また、日本選手権水泳競技大会の収録も行い、ＳＨＶの制作ノウハウを蓄積した。９月の
ＩＢＣ 2010 展示用のコンテンツとして、長野県諏訪地方の「御柱祭」のロケを３～６月にかけて実施した。

 
 
 
 
【立体テレビ】 
・多くの微小レンズを並べたレンズアレーを通して撮影・表示を行なうインテグラル立体テレビ方式において、レン
ズ板の高精度化とひずみ補正処理により、総合画質向上を達成した。また、技研公開の特別発表の中で、立
体テレビの研究成果に関する講演を行なった。 

 
 
【放送と通信の連携】 
・３-Screens 展開に貢献する放送通信連携サービスについて技研のプロジェクトで検討を行い、番組の字幕
情報や、他の視聴者の番組へのコメントなど放送に関連する様々な情報やサービスを連携させることで、
より豊かで使いやすい新しい形の放送サービスの実現をめざすモデルシステム“Hybridcast”を展示した。

 
【人にやさしい技術】 
・技研公開で、日本語から手話ＣＧへの翻訳技術、小型化・省力化した音声認識字幕制作システム、物体を
触った感覚を再現する触力覚提示システムを展示した。 

 
 

 
・技研公開の来場者は、22,087 人に上った（昨年比＋6,262

人、一昨年比＋1,082 人）。来場者へのアンケートでは、
「わかりやすかった(84％)」、「ＮＨＫに対する好感度が
上がった(59％)」等の反響があり、技研の研究成果をア
ピールできた。 

 
・フル解像度のカメラ、プロジェクターが揃い、一定の基
盤が整備された。符号化装置の開発により、ロンドン五
輪パブリックビューイング用機材に技術的な見通しが立
った。 

・技研公開ではＮ響、フィギュアスケート、東京マラソン、
紅白歌合戦のコンテンツを公開し、来場者の多くにＳＨ
Ｖの進化を実感していただいた。ＳＨＶ制作作品のひと
つ「Ｇｉｆｔ～未来への贈り物」が 2009 年度の日本映画
テレビ技術協会「映像技術奨励賞」を受賞した。 

 
・インテグラル立体テレビの着実な進展を伝えることがで
きた。立体テレビに関する特別発表は、３Ｄブームに対
する時宜を得た講演と評価された。 

 
 
 
・技研が蓄積してきた技術を組み合わせ、放送通信連携サ
ービスのひとつの可能性を示すとともに、放送通信連携
に向けての技研の取り組み、サービスイメージを内外に
示すことができた。 

 
・目や耳が不自由な方を含む来場者からは「幅広い応用が
期待できる」などの好評を得た。 

 
・来場者へのアンケート結果などを参考に、新規企画の効
果を検証し、次年度以降の企画・運営に反映させる。 

 
 
 
 
・2012 年のロンドン五輪でのパブリックビューイングをめ
ざし、国際連携の強化を図りながら準備を進める。ＳＨ
Ｖ放送の実現に向けた各種パラメーター検討と機器開発
および標準化を継続する。 

 
 
 
 
 
 
・さらなる高画質化に向けた新技術の開発を進めるととも
に、NICT(情報通信研究機構)からの受託研究について、
最終年度のまとめを行う。 

 
 
 
・技研公開での反応を分析して改善を進めるとともに、今
回展示したサービスイメージを現実のものとするために
必要な研究開発を至急進める。 

 
 
・実用化に向け、さらなる性能改善に取り組む。 

方針３
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（４）地域を元気にするための拠点となります。 
  方針４
主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

（１）「放送局のちから」を発揮して、個性を引き出す放送・サービスの展開 
【「放送局のちから」を掲げた業務運営の徹底と、情報発信の強化】 
・全国 53 の放送局が、平成 22 年度の「放送局のちから」を掲げ、地域を元気にするための様々な取り組み

に着手した。第１四半期は、視聴者のみなさまに身近に接することのできる会館公開やイベント、人気ス
ポーツのパブリックビューイングなどを通して、地域の広場としての存在感を高めるための取り組みが多
く行われた。また、完全デジタル化に向けて一層の周知広報に力を入れた放送局や、公開ホームページや
携帯サイトの充実を図り、３-Screens の展開によって地域情報の全国発信を強化する放送局が目立った。

 
 
・平成 22 年度改定で、総合テレビの金曜午後３時台に、地域で放送した番組を全国発信する番組「ろーかる

直送便」、土曜午前 11 時台に、地域局が制作する新作を放送する番組「目撃！日本列島」を新設した。 
・衛星ハイビジョンでは、地域放送番組を全国に発信する「ふるさとから、あなたへ」を、月曜～木曜の午
後４時台から、視聴者が比較的多く見やすい時間帯の午前９時台へ移設した。 

・「目撃！日本列島」はこれまで７本放送し、平均世帯視聴率は 4.7％、「ろーかる直送便」はこれまで９本放
送し、平均世帯視聴率は 2.0％である。（※各地域における放送の充実については、ブロック別報告の通り）

 
【地域放送・サービス強化へ地域放送番組費を拡大（＋49 億円、５か年累計）の具体化】 
・地域放送・サービス強化、支援のための 22 年度予算５億円を地域拠点局に配付した。地域拠点局は、金曜

夜８時台のブロック向け放送番組の制作強化や各局ホームページの充実をはじめとする３-Screens 展開の
推進に充てたいなどとする提案等に基づき、放送局へ再配分している。 

 
 

 
 
・地域の実情に合わせ、拠点局と放送局が連携し、ブロッ
ク全体として「放送局のちから」を発信、発揮すること
で、より幅広いサービスの向上を図るなど、様々な工夫
が見られた。一方、「視聴者視点によるＮＨＫ評価委員会」
の報告では、地域放送に対するＮＨＫの取り組みが視聴
者にあまり浸透していない印象があるとの指摘もあっ
た。 

・これまでの放送分では、「目撃！日本列島」の最高視聴率
は札幌局が制作した「厳冬の島で医師は見た～北海道・
焼尻島診療所～」の 6.2％、「ろーかる直送便」の最高視
聴率は首都圏が制作した「イキだね！わたしの東京時間」
の 2.9％だった。いずれの番組にも「大変よかった」「す
ばらしい内容だった」などの好評意見が寄せられている。 

 
 
・「地域とともに考える報道・番組」の強化や３-Screens に

資する取り組みなどを支えることとなり、地域放送・サ
ービスの充実に寄与することができた。 

 
 
・「放送局のちから」をより多くの視聴者のみなさまに知っ

ていただくよう努めるとともに、「放送局のちから」を発
揮することで、年間を通して、地域への放送・サービス
の充実を継続していく。 

・各放送局の３-Screens の取り組みでは、積極的な展開を
図るうえで放送局の体制の整備も望まれる。 

 
・今後も、ＮＨＫのネットワークを生かして、地域の課題、

話題を、全国に向けて発信していく。 
・夏の特集で、北海道や沖縄など地域でいきいきと暮らす
人々の姿を伝える「にっぽん紀行」をシリーズで編成す
る予定である。 

 
 
 
・地域充実予算が地域放送サービスの強化に有効活用され
ているか年間を通して検証していく。 

（２）地域に密着した多様なサービス実現のための体制強化 
【取材・制作者の拡充（＋50 人程度、３か年中心）の具体化、拠点局管理機能の強化】 
・５月以降、地域放送局を中心に新卒採用者の配属を実施（290 人）したほか、報道室等のパワーの確保とし
て契約職員の採用を進めた。 

 
【地域に密着した人材活用の新たな仕組みの導入】 
・「地域に密着した人材活用の新たな仕組み」を実現する手段の一つである「エリア職員」（仮称）について、
労使協議を行った。（５月、６月） 

・各拠点局に対し、「地域に密着した人材活用の新たな仕組み」の検討案の概要説明と意見聴取を実施した。
（５月、６月） 

・「エリア職員」（仮称）について役員討議を行い、試行および今後の導入にあたっての課題について議論し
た。（６月） 

 
【放送局における職種を越えたスキルの共有化】 
・職員それぞれが職種の壁に閉じこもることなく、専門性を維持しつつ、幅の広い放送人としての基本を身
につけることを目的としたスキルの共有化は、各放送局で、ローカル番組や３-Screens、テレビ放送の完
全デジタル化へ向けたプロジェクトなどを通して、職種や部を横断する取り組みを展開している。その取
り組みは「放送局のちから」ＨＰなどで紹介している。 

 
【北関東２局の県域放送への対応】 
・北関東の前橋局、宇都宮局では、来年度以降の県域放送開始に向け、準備が進められている。両局とも県
域ニュース番組の内容を検討するプロジェクトを立ち上げ、放送番組の構成や必要な機材・要員について
の洗い出しを行っている。 

 

 
 
・取材・制作者の拡充（＋10 人）、拠点局管理機能の強化（＋

５人）について、夏の異動期を中心に配置する見込みで
ある。 

 
・「エリア職員」（仮称）については、募集・採用業務にお

ける課題抽出のため、22 年度秋採用において、試行する
こととした。 

・放送局の体制整備等に関する課題の整理や基本方針の決
定には至っていない。 

 
 
・職種を超えた展開、連携が放送局全体のパワーアップに
つながることが期待され、第１四半期、全国の放送局で
様々な取り組みを目標とし、実践を始めることができた。 

 
 
 
・県域放送の開始に向けては、法制度の整備や地元の理解
など多くの課題が残されており、具体的作業に入れるよ
う努めたい。 

 
 
・放送局の体制については、これまでの要員不足も解消す
るなど強化していく必要がある。 

 
 
・秋に組合との合意を目指し、「エリア職員」（仮称）の試

行結果を検証し、必要な修正を行う。また、フランチャ
イズ人材からの運用変更や雇用型契約職員からの登用に
ついての具体的な手続きについて、詳細を詰めていく。

・上記とは別に、関係部局と連携しながら「地域に密着し
た人材活用の新たな仕組み」に関わる課題を整理する。

 
 
・それぞれの取り組みを随時フォローし、年末の管理職研
修などの出張機会などにヒアリングを行い、翌年度の施
策に向けて検証、フィードバック等を検討する。 

 
 
 
・内外の関係各部との調整に努めるとともに、デジタルコ
ンテンツ制作を含む業務内容の検討を進め、適正な業務
体制・要員を洗い出し、外部業務委託について、その規
模や時期を検討していく。 
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北 海 道   

主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

【ブロック概況】 
22 年度も札幌局と道内各局との連携による｢まるごと体感！北海道｣キャンペーンを継続し、多彩な番組や

公開番組の収録などを集中的に展開する各局スペシャル月間を、４月・室蘭局、５月・帯広局、６月・北見
局で実施、北海道の魅力を強くアピールした。また、今年度からゲストの歌をじっくり聞かせる地域放送公
開番組｢夢うた｣を新設した。 
番組では、年間企画の「知床キャンペーン」や「北方領土プロジェクト」を本格的にスタートした。 

 
今年度は地域番組を大幅に刷新し、平日夕方の「ネットワークニュース北海道」、平日午前に「つながる＠

きたカフェ」、金曜夜間に「北スペシャル」、「北海道プラス」（10 時台）、若者向け音楽情報番組「ＩＮＦＯ Ｈ」
｢ＬＩＶＥ Ｈ｣（深夜帯）を新設したほか、地域で放送した番組の全国発信に積極的に取り組んだ。 
大型連休期間中を中心に、北海道独自の特集編成を実施し、北海道の自然の魅力を描いた番組の集中アン

コール放送を行なうなど、全国や全道向けに 21 本の番組を集中編成した。 
 
北海道内のデジタル中継局整備については、工事や免許申請を進めており、今年度の整備目標 55 局所のう

ち、７局が工事完了、16 局が工事中、19 局で免許申請を実施した。 
デジタル化周知の取り組みは、札幌の民放５局と共同制作したアニメーションスポットやミニ番組などを

集中編成したほか、5.1ch サラウンドのミニ番組「北海道 ＳＬの風景」を制作し、全国や全道に放送すると
ともに、デジタル放送ＰＲイベントにも活用するなど、様々な形でデジタルの魅力をアピールした。 

 
各局のスペシャル月間については、効果的な広報活動も

あって視聴者の認知度が高まり、「北海道中ひざくりげ・む
かわ町」が視聴率 13.1％を記録するなど、各番組とも好調
であった。また、スペシャル月間に合わせて実施したキャ
スタートークショーや、「夢うた」公開録画についても、視
聴者から好評を得た。 
「北方領土」関連番組では、４月放送の「加速するロシ

ア実効支配」が大きな反響を呼んだ。 
「ネットワークニュース北海道」の平均視聴率（３月 29

日～６月 25 日）は 9.0％と昨年より 1.1 ポイント上昇した
ほか、多くの番組で男女 20～40 代の個人視聴率が数ポイン
ト上がるなど、番組の刷新は、おおむね視聴者の支持を受
けている。 
独自編成では、プロ野球｢日本ハム対西武」の視聴率が 18．

5％を記録するなど、各番組とも良く見られた。 
中継局整備の進捗は、これまでのところ順調である。 
アニメスポットは、ＮＨＫだけで４月から６月に延べ 65

回放送、民放各局でも随時放送している。民放と連携した
周知活動が成果をあげている。 

 
スペシャル月間は、７月・旭川局、９月・釧路局など、

引き続き各局で展開し、多彩な番組の集中発信とイベント
の展開などによって接触者率の向上をはかる。 
 
「知床キャンペーン」「北方領土」関連番組をオール北海

道で制作するとともに、10 月の「北海道クローズアップ」
放送 500 回や衛星第２の大型中継特番に取り組んでいく。
新番組については、視聴者の意向調査等をふまえて改善

を行い、一層の定着をはかっていく。 
夏期特集として、「戦争関連番組」を集中編成するなど、

引き続き独自編成を積極的に推進する。 
 
デジタル中継局の整備は、工程管理をしっかり行い、地

元自治体と連携を密にして進めていく。 
デジタル完全移行１年前の７月 24 日に、北海道独自で関

連番組やイベントを集中して展開するとともに、民放と連
携した周知活動にも引き続き取り組んでいく。 

【札幌局】 
○接触者率向上に向けて、ホームページとデータ放送を一新するとともに、若手職員による｢2030 プロジェク
ト｣で、フリーペーパーと連携したワンセグ番組の制作など、若年層へのアピールに取り組んだ。 
○5.1 ch サラウンド体験コーナーや地デジクイズなどをパッケージ化した「いいね！デジタル 北海道キャ
ラバン」を開発し、デジサポ等と連携して３月上旬から道内各地で展開した。 

 
○ホームページのページビューは、３月 29 日から６月 25
日まで 188 万 2,899 件と、前年同期の約３倍に増加した。 
○「デジタルキャラバン」は、延べ 23 地点で 30,202 人が
参加（６月末現在）し、デジタル普及に貢献している。 

 
○若手職員のプロジェクト「2030 プロジェクト」の活動を
道内に広げ、オール北海道で取り組むことを検討する。 
○「デジタルキャラバン」の効果的な運用とともに、プロ
スポーツ試合会場でのデジタルＰＲ等の施策を検討する。

【函館局】 
○若手職員の提案による全国放送番組「ドキュメント２０ｍｉｎ．」や独自企画のイベント「書道女子×ロッ
ク女子」を実施したほか、技術企画提案の 5.1 ch サラウンド番組「北海道ＳＬの風景・函館大沼号」を制作・
放送した。 
○自主共聴施設への地デジ導入説明会の開催や、イベント開催時における「いいね！デジタル北海道キャラ
バン」の実施により、地デジ普及促進活動を展開した。 

 
○モニター報告で番組が高く評価されるとともに、課題で
ある若年層へのアプローチが着実に推進された。 
○高齢者や若年世帯など、対象を踏まえた周知活動を行う
ことで、地デジへの理解度が高まっている。 

 
○若年層の接触者率向上に向けて、携帯端末やホームペー
ジの活用等、イベント・番組の周知を一層強化していく。
○完全デジタル化に向けた周知活動を、あらゆる機会と媒
体を活用して推進していく。 

【旭川局】 
○「旭川どさんこプロジェクト」を中心に、地域の元気を紹介するミニ番組「わが街のいちおし」制作など
の取り組みを継続したほか、期待の道産米新品種や旭山動物園、美瑛の自然、人口減少社会など、多様な番
組・ニュースを全国・全道へ発信した。また、「北のデジタル充実」を合言葉に、中継局や共聴施設の着工・
整備を進めるとともに、イベントと連動した３Ｄテレビ公開などを行った。 

 
○「わが街のいちおし」では、課題である若年層へのアプ
ローチや理解促進に向け、地域の７大学を紹介し、効果を
あげた。デジタル中継局の建設は、計画に沿って順調に進
んでおり、年内にすべての建設を完了できる見込みである。 

 
○７月に「旭川スペシャル月間」を展開し、地域の市町村
や人々、豊かな自然などを全国・全道に向けて発信してい
く。また、年度内を目途に、天売島や宗谷丘陵の自然と暮
らしを描く大型番組の制作を予定している。 

【帯広局】 
○ニュースや情報番組などを集中編成した今年度１回目の「十勝スペシャル月間」を５月に実施し、中継や
企画リポートなど 25 本を全国・全道に発信した。 
○若年層対策として、帯広畜産大学で「がんばれルーキー」のスポットを５本制作するとともに、学生との
ふれあいミーティングなど複合的な視聴者活動を展開した。 

 
○モニター報告でも、「とかちウィーク」を設定した期間の
満足度は月内最高値の 83％で、視聴者から高評価を得た。 
○独自に設定した視聴者ふれあい指数「トカチン」は５月
末の段階で、昨年同期よりも増加している。 

 
○スペシャル月間は、限られたパワーで視聴者へ効果的に
アピールできると考えており、10 月に予定している２回目
でも、視聴者ふれあい指数の目標達成に取り組むとともに、
イベントに連動した視聴者満足活動等を展開する。 

【釧路局】 
○情報番組で地元大学やサークル活動を２週にわたって紹介し、学生が出演する地デジスポットを放送する
とともに、局長が新入生ガイダンスで講演するなど、学生を対象にしたＮＨＫへの理解促進活動を実施した。
○６月のサッカーＷ杯南アフリカ大会の日本戦２試合でパブリックビューイング（ＰＶ）を実施。600 インチ
の大画面を設置した会場には、予想を超える 400 人が来場した。 

 
○全局的な取り組みによって、学生にも公共放送に対する
理解が広がるとともに、局内の一体感も深まった。 
○ＰＶ会場には若者の来場者が多く、若年層へのアプロー
チに大きな成果をあげた。 

 
○課題である若者のＮＨＫ離れをストップさせ、一層の理
解促進を進めるため、今後も全局をあげて取り組んでいく。
○地域の放送局のイベントとして、毎月開催している番組
上映会をさらに充実させ、定着を図っていく。 

【北見局】 
○６月に今年度１回目の「オホーツクスペシャル月間」として、番組を中心に集中編成を実施。「生中継ふる
さと一番」「ふだん着の温泉」など 10 本の番組で、知床をはじめ地域の情報を全国・全道に発信した。 
○２年目の視聴者参加のミニ番組「みんなのこえ」に今期 208 名が参加、累計出演者数は 1,000 名を越えた。
○今年度４局の整備を予定している地デジ中継局は、１局を着工し、残り３局も事前工事準備が完了した。

 
○「ふるさと一番」の放送後には、地元自治体へも問い合
わせが多く寄せられるなど、放送局の存在感を高めた。 
○視聴者参加の促進により、接触者率向上に貢献した。 
○地デジ中継局整備は計画通り完了する見込みである。 

 
○７月には「知床世界自然遺産登録５年」関連番組５本を
全国・全道に放送する。また 10 月に予定している 2回目の
「スペシャル月間」に向けて全局体制で取り組んでいく。
○「みんなのこえ」は今後も多くの視聴者参加を目指す。

【室蘭局】 
○４月の「いぶり、ひだかスペシャル月間」では、工業都市室蘭の活性化など、地域に密着したテーマで、
企画リポートと番組合わせて 62 本を全国・全道に向けて発信した。中でも日高線全 29 駅舎を紹介するミニ
番組「日高線 駅舎の旅」は、道内向けに放送するとともに、衛星放送や室蘭局独自放送も実施した。 
○完全デジタル化の鍵となるＮＨＫ共聴は、今年度予定の８施設の内６施設のデジタル化を完了させた。 

 
○スペシャル月間の各番組等は、視聴者から好評であり、
室蘭放送局の存在感を大きくアピールした。 
○ＮＨＫ共聴整備は、組合対応や事前調査などを前年度に
前倒しして対応したことにより、高い進捗率を実現した。 

 
○放送局の存在感を更に示すために、年度内に再度、地域
をクローズアップする取り組みの展開を検討したい。 
○下半期に集中開局する13のデジタル中継局の整備を計画
的に進める中で、円滑移行に向けたＰＲを展開していく。

方針４
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東 北   

主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

【ブロック概況】 
今年２月のチリ地震による津波の影響を継続取材し、４月に、養殖漁業の被害の実態や復旧に向けた取り

組みを放送した。また６月には、専門家のチリでの現地調査の様子や東北各地の災害対策の動向などを紹介
しながら、大津波・大地震にどう備えるべきかを検証する番組を放送した。６月 13 日に福島県で起きた震度
５の地震では、ブロック特設ニュースを放送するとともに、画面を縮小し空いたスペースに文字情報を流す
いわゆる逆Ｌ字スーパーを使って地震情報を詳細に伝えた。 

 
視聴者からは、地震や津波に備える課題を幅広い取材で

伝える質の高い番組と評価された。また、自治体の避難対
策の不備や住民の危機意識の大切さを指摘する声が寄せら
れるなど、視聴者の防災意識を喚起することができた。 

 
放送を通じて、大津波警報の際の住民の避難誘導をどの

ように促すかということについて、引き続き課題として検
討する。また、今後の災害報道に備えるために、必要な設
備整備を進め、緊急報道体制の充実に努めていく。 

【仙台局】 
○米軍基地の縮小により大きな影響を受けた三沢市の経済、比較的警備の薄い地方空港を使った覚せい剤密
輸の実態、運営の危機にさらされる「さい帯血バンク」の問題などを取り上げ、放送した。 
○新たな難視地区数は６月末で 400 となっており、自治体および住民へ対策計画の説明会を精力的に実施し
た。デジサポのビル陰障害対策共聴エリアでの相談会に協力してデジタル個別訪問相談を実施した。 

 
○さい帯血バンクの現状など、地方で起きている深刻な事
態を掘り起こすことができた。 
○中継局建設やＮＨＫ共聴への地デジ導入は順調だが、自
主共聴やビル陰障害対策共聴への対策が遅れ気味である。 

 
○12 月の新幹線青森開通に向けた地域の動きのほか、農業
政策が地方にもたらす影響などを取材し、検証していく。
○ビル陰障害対策共聴エリアの住民への対策として、町内
会回覧板を用いたローラー作戦を検討している。 

【秋田局】 
○金曜夜間「あきた・よる金」で、４月に新社会人をスタジオに招いて 73 分の生放送を行った。５月には、
秋田の課題となっている婚姻率の改善と地方空港の赤字問題について、それぞれ全国番組で放送した。 
○県内５大学の学生が出演した受信料の 30 秒スポットを６本制作して４～５月に 150 回放送した。また、秋
田での民事手続き開始を５月に報道発表した。 

 
○秋田が抱える課題を積極的に取り上げており、夕方のニ
ュース番組の視聴率も好調を維持している。 
○30 秒スポットや民事手続きの報道発表は、受信料制度の
理解促進と営業業績向上につながった。 

 
○７月「シリーズ証言記録 兵士たちの戦争」、８月「大曲
全国花火大会」など、秋田の情報の全国発信に努める。 
○７月の実施に向けて、民事手続きによる支払い督促の準
備を進める。 

【山形局】 
○全局体制で盛り上げを図っている山形の米の新品種「つや姫」や次世代照明として注目される「有機ＥＬ」
をめぐる動きを丹念に追い、夕方の番組で中継やリポートで伝えるとともに、４月と５月に番組化した。 
○アナログ終了 400 日前のタイミングをとらえ、地元民放とともに地デジをＰＲするイベントを山形市内の
ショッピングセンターで開催した。 

 
○「つや姫」を取り上げた番組は、仙台での視聴率が 10.7％
を獲得するなど、東北の視聴者の関心に応えた。 
○民放４局やデジサポ山形とともに準備し、３時間余りの
催しに 1,800 人が訪れ、地デジへの理解促進につながった。 

 
○「つや姫」は、収穫・販売の秋に向けて再度検証し、放
送していく。 
○来年７月のアナログ放送終了に向け、７月 24 日に計画し
ているイベントをはじめ民放各局と連携して対応する。 

【盛岡局】 
○緊急報道に備え県庁から生中継ができる伝送環境を整備するとともに、新聞・テレビ各社合同で報道協定
締結を想定した訓練を行った。沿岸の報道室３か所に衛星携帯電話を整備し、緊急時の連絡手段を確保した。
○新たな難視地区に関する説明会を、自治体や東北総通局と連携して開催するとともに、ＣＡＴＶ技術協会
の協力も得て、該当地区の約 90％において対策が決まった。 

 
○常に緊急報道を意識し、環境整備を推進するなど、「備え」
を強化している。 
○新たな難視地区については、関係機関と密接に事前調整
することで、多くの地区で対策を確定させることができた。 

 
○整備した設備の習熟訓練や各部連携による地震送出訓練
などを定期的に実施し、緊急報道に備えていく。 
○新たな難視地区への対策を、今後も関係機関や関係業界
の協力を得て推進していく。 

【福島局】 
○夕方のニュース番組は、新年度からいっそう当日の出来事にこだわり、リポートや解説を交えながら、内
容をより深く、分かりやすく伝えた。平均視聴率は、引き続き民放をおさえて県内トップを維持した。 
○「主役は福島！みんなのテレビ」のロケにあわせて、大学生を招き、ロケ見学会とふれあいミーティング
を実施して若者の意向収集を行った。 

 
○記者の現場からのリポートやスタジオ解説も多くなり、
ニュースを掘り下げて伝えることができている。 
○若者のＮＨＫテレビへの接触が明らかに少ないことを再
認識することとなった。 

 
○今後とも当日ニュースにこだわった構成を心がけるとと
もに、品質の維持向上に工夫を凝らしていく。 
○大学生など若者のＮＨＫへの接触率を高めるため、ホー
ムページなどのさらなる充実が必要である。 

【青森局】 
○12 月に全線開業する東北新幹線について、整備計画決定から 37 年、盛岡駅開業から 28 年かかったことへ
の当事者を含む県民の思い、開通にともなう光と影をタイミングよく取り上げた。 
○大量移動期の住所変更申し出を促進するため、受信料スポットを制作し放送した。また、残高不足による
口座振替不能を減らすため、ホームページで周知した。 

 
○県民の「なぜ」という思いを取り上げるとともに、「いま」
について情報を提供できた。 
○受信料スポットは、方言を使った家族ドラマ仕立てのも
のとすることで、親近感をもってご覧いただけた。 

 
○12 月の東北新幹線全線開業に向け、今後も様々なタイミ
ングで県民の関心に応えていく。 
○受信契約への理解にとどまらず、受信料に関する様々な
ＰＲを展開していく。 

方針４
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関東甲信越   

主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

【ブロック概況】 
 Ｗ杯南アフリカ大会を契機に、サッカーへの関心が高まったが、各局では、日本戦のパブリックビューイ
ング（ＰＶ）やサッカー関連の展示イベントなど、地域の人たちとのつながりを深めるイベントを実施した。
また、地元にＪリーグのチームを持つ局の中で、前橋、水戸、宇都宮の３局で作っている「北関東ダービー
サッカー応援プロジェクト」では、相互に協力してＪ２チームの試合をＦＭ中継し、甲府局では試合の中継
放送の中で、応援メッセージを紹介するなど、地元の応援団としての存在をアピールした。 

関東地域では、地上デジタル放送への新たな難視世帯を多数抱えており、中継局の整備を着実に進める
一方、地上デジタル放送の理解促進のための放送やイベント活動を積極的に推進している。 
 

 
 サッカーの他、各局では、地域の観光、地域医療、米軍
基地問題、ダム建設中止問題など地域が抱える問題に正面
から取り組んで問題を掘り下げ、放送を通じて地域の課題
を全国に発信している。 
 デジタル化による新たな難視聴対策、受信環境整備につ
いては、各局ともデジサポや民放等との協力を深めながら
着実に計画を進めている。 

 
若年層の接触者率向上に向け、サッカーは有力なソフト

であり、今後も放送・イベントの双方で積極的に取り上げ
ていく。 
自主共聴施設のデジタル化推進では、改修未決定の施設

が関東甲信越全体で約 380 施設あり、総務省と連携した支
援を実施していく。また、関東地区の受信障害対策共聴施
設や集合住宅共聴施設のデジタル化は、喫緊の課題であり、
各局と本部が協力して対策を進めていく。 

【長野局】 
○信州の“今”と視聴者の“関心”をキーワードに様々な話題を放送した。７年目ごとに諏訪地方で開催さ
れる「御柱祭」を全国に向けて発信。クライマックスの「木落とし」を衛星ハイビジョンと県域で生中継。
御柱に取り付けた超小型ハイビジョンカメラの迫力映像などで多角的に紹介し視聴者の期待に応えた。 
○局内組織「つながるプロジェクト」の提案による「イブニング信州つながるスタジオ」を５日間にわたり
県東部で実施、視聴者との結びつき強化を図った。 

 
○「御柱祭」番組放送後に、全国や県内から再放送の要望
が 120 件寄せられるなど大きな反響があった。県域ではダ
イジェスト版を放送し県内の視聴者の期待に応えた。   
○「つながるスタジオ」にあわせて営業対策を実施。実績
が目標数を上回り、全局的な取り組みで成果をあげた。 

 
○県内各地では小規模な「御柱祭」が催されており、県民
の関心も高い。そのため、「わたしの御柱」と題したエピソ
ードを募集。ＨＰでの紹介とミニ番組を制作して３
-Screens で展開中。この秋には特集番組を制作するなど、
今後も地域を元気にする取り組みを進める。 

【新潟局】 
○地域の観光を応援する１分スポット「にいがた再発見」を制作した。 
○４月 20 日から、ＴＶＣＭＬ（自治体などから放送局に情報を送るための共通のコンピューター言語）を使
用したデータ放送で県からの河川情報を開始した。 
○地域スタッフ不在地域の集中対策を対策スタッフ６名で実施し、効果的な業績確保活動を展開した。 

 
○県内の観光を放送で支える取り組みになっている。 
○放送での紹介やふれあいミーティング等でも周知し、浸
透を図っている。 
○契約増加、支払再開、口座振替など総計 284 件の取次を
あげ、営業目標進捗に貢献した。 

 
○「にいがた再発見」は、１年間で 20 本程度制作予定。息
の長いキャンペーンとしていく。 
○視聴者の役に立つ情報をいち早く届けるため、河川情報
の内容の充実を図る。 
○地域状況を分析し、必要に応じて対策を実施する。 

【甲府局】 
○ニュース情報番組「まるごと山梨」で毎週伝えている「地域再生シリーズ」の拡大版として、４月 30 日、
合併直後の富士川町の地域活性化への動きを現地から 50 分間生中継で伝えた。 
○５月５日、サッカーＪ２・ヴァンフォーレ甲府の試合を中継し、放送の中で、ＨＰ、携帯サイトから寄せ
られた応援メッセージを紹介したところ、10～30 歳代からのアクセス数が顕著に増加した。 

 
○「地域再生シリーズ」に対するモニター評価は最高の５。
「皆の力の結集が地域再生に必要」など好評価を得る。 
○寄せられた応援メッセージは過去最高の 493 通。編成や
演出にも工夫して放送時間内に多数を紹介できた。 

 
○「地域再生シリーズ」は３年目に突入。今後も計画的な
編成やキャラバン実施などで、さらに視聴者の定着を図る。
○県民の関心が高いヴァンフォーレ甲府や高校野球山梨大
会の試合の中継は、引き続き力を入れて編成していく。 

【横浜局】 
○新会館建築進捗率は 99％で７月末に完成する。設備整備に加えソフトを含め運用面での検討を進めた。 
○新会館オープンに向け夕方６時台のＦＭ番組を改編、「ＦＭサウンド☆クルーズ」としてスタートさせた。
○在日米軍関連企画、全国植樹祭、受動喫煙防止条例など全国放送番組を含め県内の情報発信に努めた。 
○放送局展、大河ドラマ展などのイベントやふれあいミーティングを開催し、視聴者との結びつきを深めた。

 
○新会館の設備整備は計画どおりに進捗し、ソフト検討プ
ロジェクトでオープニングに向けた準備を進めている。放
送局展で新会館移転のＰＲもできた。米軍関連企画では視
聴者から高い評価を受け、新たなＦＭ番組も好評である。 

 
○新会館移転業務、オープニング関連企画、周知広報など
の具体化を進めていく。またテレビ、ＦＭとも県内の話題
を企画として取り上げるなど地域番組の充実を図ってい
く。視聴者会議は県内４エリアできめ細かく開催していく。

【前橋局】 
○八ッ場ダム建設中止問題をテーマに「目撃！日本列島」で全国放送した。ＦＭのインタビュー番組を開始
し、各界のキーパーソンにインタビューした。６月には尾瀬について考えるシリーズ企画を放送した。ホー
ムページでのポルトガル語情報発信は、４月からニュース掲載を週１回から週２回に増やした。県域放送開
始に向けたレイアウト変更や建築工事を実施するとともに、デジタル中継局建設の準備等を進めた。 

 
○八ッ場ダムの番組を見て「政治に翻弄される地元住民の
現状を認識した」という声が寄せられた。ＦＭではテーマ
を定め、じっくり話を聞く新番組が好評を得ている。完全
デジタル化への準備は順調に進んでいる。 

 
○八ッ場ダム問題は継続して取材を行う。インタビュー番
組は群馬の魅力を引き出すテーマを設定するとともに群馬
の課題をも考えることができる内容とする。ポルトガル語
のホームページは来年度に向けさらなる充実を検討する。

【水戸局】 
○毎月、会館ロビーで、地元の２つのＪリーグチームを紹介するサッカー展示イベントを開催し、2,100 人が
来場した。水戸市内の広場でＷ杯日本戦のＰＶを柱とするサッカーイベントを実施し 4,000 人が参加した。
○「証言記録 市民たちの戦争」で、太平洋戦争末期、米軍の艦砲射撃を受けた、ひたちなか市の勝田地区
を取り上げた。つくば市の新庁舎から環境をテーマに夕方の県域情報番組のキャラバンを行った。 

 
○ＰＶは大変な盛り上がりをみせた。事前の周到な準備が 
イベントの成功につながり、地域の活性化に貢献した。 
○「証言記録」は視聴者から高い評価を受けた。地元の反
響も大きく、８月に図書館で公開されることになった。 

 
○茨城県では、サッカーは有力なソフトであり、今後も、
放送だけでなくイベントなどで積極的に取り上げていく。
○戦争を記録する番組は次の取材に入っており、キャンペ
ーンの展開も検討する。キャラバンは、秋にも実施する。

【千葉局】 
○医師不足などから一昨年診療を休止した銚子市立病院の一部診療再開を受けて、「特報首都圏」で全面再開
への課題と地域社会への影響を取り上げた。 
○ＦＭ県域番組に新設したキャンパスコーナーに登場していただいた大学生のグループの写真を、４月から
携帯サイトで紹介している。 

 
○地域医療の現状をていねいに取材し、現在の医療が抱え
る課題を提示することができた。 
○携帯サイトのキャンパスコーナーへの６月のアクセスは
2,461 ページビューで、毎月着実に増えている。 

 
○地域の課題を掘り下げていく番組やリポートの制作は、
地域放送局の柱として引き続き取り組んでいく。 
○今後も若い世代へのアプローチを強化して接触者率向上
を図り、営業と連携し支払率向上にも寄与していく。 

【宇都宮局】 
○昨年から始めた「北関東ダービーサッカー応援プロジェクト」で、Ｊ２「栃木ＳＣ対ザスパ草津」を前橋
局との共同制作によりＦＭ中継。ＦＭ公開生放送番組「とちぎマロニエパーク」を今年度も継続して放送。
○年内 15 局のデジタル中継局建設に向けて、ＮＨＫ幹事分８局の現地調査を実施中。またＮＨＫ共聴施設は
今年度中に 17 施設の地デジ導入を計画し、そのうち７施設については、導入が完了した。 

 
○栃木ＳＣのホームページに放送予定を掲載し、地元の応
援団として宇都宮局を広くＰＲした。 
○中継局送信条件の見直しを行い、より多くの世帯が地上
デジタル受信可能エリアとなるように再検討中。 

 
○今後も地域のニーズを見極めながら、タイムリーな話題
を取り上げ、さらに質の高い放送内容を発信していく。 
○全国最大数となった難視世帯（４月末、23,000 世帯）に
ついて、中継局建設を中心に引き続き対策を強化していく。

【さいたま局】 
○ＦＭ夕方６時台に情報番組「日刊！さいたま～ず」を新設。番組ホームページへのアクセス数も好調であ
る。また、金曜の「週刊☆サッカー王国」を 50 分に拡大。チラシや広報誌でもメッセージ投稿を募っている。
４月に「ぼくの絵わたしの絵展」、５月から「がんばろうふるさと展」、６月にはＷ杯のＰＶを実施し、多く
の参加者を集め好評を得た。また、大学の入学式などでフレッシャーズ対策を実施した。 

 
○地域に密着した 50 分番組を夕方に新設した結果、番組Ｈ
Ｐへのアクセス数やメールの数が増大した。こうした地域
の関心の高さに応えた番組やイベントの展開、継続的なフ
レッシャーズ対策などの取り組みが重要だと考える。 

 
○若年層の接触者率向上に向け、ＦＭ番組のゲスト出演者
を開拓し、ＨＰと併せてコンテンツの充実を図る。Ｊリー
グ「さいたまダービー」生中継やそのＰＲのほか、戦略型
提案「埼玉！サッカー！応援宣言」を全局体制で実行する。

方針４
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東海・北陸   

主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

【ブロック概況】 
平成 22 年度は３か年計画の２年目であり、各放送局とも、地域を元気にするための拠点として、新番組の

開発や全局的な視聴者満足向上への取り組みなど、部局目標に掲げた接触者率向上・支払率向上の具体施策
をこれまで以上に推進している。また、完全デジタル化までの限られた時間を念頭に、デジタル中継局の開
局やＮＨＫ共聴施設のデジタル化改修などを急ピッチで進め、送信・受信環境の整備を急いでいる。 

 
21 年度を通じて各局の作り手側に「どうすればお客さま

に届くか」という視点が浸透してきた結果、新年度の番組
やイベントは、視聴者にも親近感をもって受け入れられて
いる。 

 
作り手側の努力を継続していく一方で、こうした取り組

みの成果が接触者率や支払率等に十分に反映されるよう、
営業活動の体制整備や地上デジタル化の設備整備にもいっ
そう力を注いでいく。 

【名古屋局】 
○「地域に役立つ放送局」「地域の文化を育てる放送局」「地域から信頼される放送局」を部局目標の柱に据
え、「金とく」「ナビゲーション」などの番組で地域が抱える課題や問題により深く取り組んでいる。 
○放送だけで伝えきれないより具体的な安全・安心情報を、３-Screens 展開（放送、データ放送、ＰＣ、携
帯サイトのセット）で多角的に伝えていく試みを「知って解決！ＳＫＥ（すけ）っとネット」で開始した。

 
○平均視聴率は前年並だが、ホームページへのアクセス数
等は着実に増加し、視聴者の結びつきが強まった。 
○各回とも平均視聴率が前年同期を上回り、またＨＰへの
アクセスも増加しており、一定の成果を収めている。 

 
○視聴者層の高齢化傾向が続いていることから、より若年
層も開拓できるよう、テーマ選定を工夫していく。 
○年間を通じて展開を図り、関連イベントの開催によるＰ
Ｒも検討する。 

【金沢局】 
○局のマスコット「ことじろう」を前面に押し立て、新番組「石川アーカイブス」やニュースキャラバン、
歌謡チャリティーコンサート、ラジオ特番、アニメスポット等、開局 80 周年事業を全局挙げて取り組んだ。
○アナログ放送受信世帯のＣＡＴＶ加入を促進し、珠洲中継局のアナログ放送先行終了の準備を進めた。 
○基本目標の支払総数増加と衛星増加が共に全国 20 位に入る業績を確保し、営業局長特賞を受賞した。 

 
○80 周年事業の新番組、公開イベント、ニュースキャラバ
ンや「ことじろう」を全面に出した広報で視聴者から好評
を得た。 
○対象世帯ＣＡＴＶ化等により移行完了準備が整った。 

○他部門と連携したホテル対策やケーブル対応が奏功。 

 
○80 周年事業に全局体制で取組む。民放との連携など、新
たな試みで様々な視聴者層へのサービスを展開する。 
○珠洲中継局のアナログ放送先行終了を完遂する。 
○他部門と連携し受信料公平負担の取組みを強化する。 

【静岡局】 
○東海地震に備えるＢＣＰ（業務継続計画）の策定に着手し、具体的な検討項目を洗い出した。地震により
放送会館が大きな被害を受けた場合、更には会館が使用できなくなった場合の緊急報道、電波確保、視聴者
対応、職員・家族の安否確認・安全確保等について、担当する各部でその項目を検討し、具体的な対応策の
策定を開始した。 

 
○ＢＣＰは「防災放送局」として防災の課題に正面から取
り組むことを目標とする静岡局にとって極めて重要な課題
であり、放送部と技術部だけでなく、営業部、企画総務、
浜松支局も加わって全局を挙げて取り組みを進める。 

 
○現時点において、静岡局だけでは克服しがたい大きな課
題もすでに明らかになっている。11 月 19 日（金）に静岡局
で開催される「非常災害対策総合訓練」の準備と並行して
各項目の検討を行い、今年秋の完成を目指したい。 

【福井局】 
○５月に運転を再開した高速増殖炉“もんじゅ”について、「クローズアップ現代」等で多角的に伝えたほか、
６月に開催されたＡＰＥＣ・エネルギー大臣会合では、世界のエネルギー問題の鍵を握る福井の存在をニュ
ース等で全国に発信した。 
○福井県にとっても大きな課題のひとつである多様な生物を育む「里山」の保護に地元新聞社と共同で取り
組んでおり、「子ども探検隊」企画では紙面と同時リポートを実施した。 

 
○原子力発電とエネルギー環境問題の関係や高速増殖炉の
課題などについて、わかりやすく紹介されていたといった
意見が寄せられた。 
○２年目となる地元紙とのコラボは、視聴者、読者双方に
徐々に定着し始めている。 

 
○原子力発電には今後も正面から取り組み続け、視聴者に
正確で多面的でわかりやすいニュースを発信していく。 
○夕方６時台のニュース番組で里山リポートを継続しなが
ら、秋にはシンポジウムを開催し、収録・放送する予定。

【富山局】 
○夕方６時台の地域情報番組は「人と地域にもっと向き合っていこう」という思いを込め、タイトルも「ニ
ュース富山人」として大幅に内容を刷新しスタートした。 
○放送やイベントを通した周知・ＰＲを進め、総務省の３月末調査では、地デジ受信機の世帯普及率が 88.8％
と全国１位となった。 

 
○６時台の年間キャンペーンは、富山の今をみつめ明日に
つながるヒントを探る「あした、みつけた。」として新たに
スタートし、記者・ディレクター・アナウンサーがそれぞ
れの企画を放送するなど、多様なリポートが発信できた。 

 
○新キャンペーンは、秋に同一テーマでシリーズを組み番
組展開を図りたい。 
○浸透度の低い高齢者層への地デジＰＲ・普及のため県内
各地で「敬老の日」を中心にイベント・放送展開を予定。

【津局】 
○「ふるさとにＱ」は４月に伊賀市、５月に大台町、６月にいなべ市を取り上げ、地域の魅力や謎を解き明
かす企画を放送し、好評を得た。 
◯地域の人々がふるさとの魅力をＰＲする１分スポットのロケを営業と企画事業総務で行った。制作・放送
を通じて地元の人との触れ合いを重視し、視聴者満足および営業業績の向上を図っている。 

 
○「ふるさとにＱ」は「ほっとイブニングみえ」の目玉コ
ーナーとして認知度も高まり、モニター報告など視聴者か
らの反応も好評である。地域の情報の全国発信の取り組み
を、局一丸となって強化していく。 

 
◯営業業績への効果を局内に周知し、業績に繋がった背景
や不振だった際の原因や反省点などを分析し、営業業績ア
ップと局全体での取り組みのモチベーションアップを図っ
ていきたい。 

【岐阜局】 
○岐阜県各地域のさらなる活性化を目指して、４月から「ほっとイブニングぎふ」と「た～んとみのひだ」
で、“岐阜のものづくり”に焦点をあてた企画「いいものみ～っけ！！」をスタートするとともに、ホームペ
ージでも関連情報を掲載するサイトを立ち上げた。これまで、「うずまきキャンディ」（４月）、「こだわりの
毛抜き」（５月）、「岐阜のご当地ロールケーキ」（６月）など、ユニークな地場産品を取り上げた。 

 
○単なる製品紹介にとどめず、環境への配慮や地域貢献の
取り組みも紹介したところ、放送後、企業や製品に関する
問い合わせやホームページへのアクセスが多数あった。岐
阜の“ものづくり文化”への関心の高さを示している。 

 
○産業・農業・伝統工芸など、幅広く地場産品を取り上げ
るとともに、子どもたちに“ものづくり”の大切さを伝え
るため、製作体験などの取り組みも紹介していく予定であ
る。 

方針４
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近 畿   

主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

【ブロック概況】 
 大阪局のＢＫワンダーランドをこれまでで最長の５日間実施、京都局の春の会館公開で二条公園特設ステ
ージの利用など、視聴者サービスに努めた。大阪局が主体となって取り組んだ上海万博開幕中継、神戸局の
ＪＲ福知山線事故５年、和歌山局の「ティーチャーズサポート」ＨＰ展開、奈良局の遷都 1300 年シリーズ番
組の開発、大津局の来年の大河ドラマ「江」関連企画と、それぞれ地域独自の課題に積極的に取り組んでい
る。 

 
ＢＫワンダーランドの一環として「あほやねん！すきや

ねん！」ライブステージなど連日イベントを実施、来場者
の高い満足度を得た。和歌山の「ティーチャーズサポート」
ＨＰは県の教育現場で好評で、今後のＮＨＫ番組（総合、
教育問わず）の活用促進と、若年層への浸透とシンパシー
醸成に道を開いた。 

 
朝の時間帯のリニューアルの成果を受けて、10 月から始

まる大阪局制作の連続テレビ小説「てっぱん」の事前の盛
り上げと浸透を図っていく。和歌山で放送教育研究協議会
の近畿大会が８月と 11 月に実施されるのにともない、ティ
ーチャーズサポートＨＰの周知と近畿圏への展開を図る。

【大阪局】 
○「ＢＫワンダーランド」（５月 1 日～５日）については、これまでで最長の５日間実施し、歴代最高の 10
万 1,617 人の方が来場した。また 85 周年記念事業として大阪局マスコットキャラクター「びぃきんぐ」を製
作。全国のＮＨＫ各放送局のキャラクターが集まるイベントを開催し、幅広い視聴者に受け入れられた。 
○大阪局「てっぱん」委員会を発足、制作と編成と広報を中心とした全局体制で連続テレビ小説「てっぱん」
をＰＲしていく。 
○上海万博では、大阪局が主体となって中継体制を構築し、周到な準備を行った上で全国、ローカル向けに
数多くの中継、番組、ニュースを放送した。またローカル独自で万博ニュース取材の特派員を上海に送った。
○大阪の民放などと連携して、甲子園球場の中継で「地デジカナイター」を実施。 

 
○ＮＨＫ大阪ホールでは、「あほやねん！すきやねん！」な
ど連日大型イベントを実施し、90%を越える高い満足度で評
価された。「アニソンのど自慢」では、予選会の模様、公式
ツイッターなど新しい取り組みも行った。 
○「てっぱん」の取材会や会見を通し、新聞やインターネ
ットなどに記事掲載されることで、番組の認知度を高めた。 
○海外からの５カメラを使った中継は、技術的にも困難を
伴ったが、ほぼ順調に放送できた。 
○「地デジカナイター」は放送とスタジアムでのイベント
が相まって、地デジに関心薄い層にも強くアピールできた。 

 
○10月末に実施する秋の会館公開では、85周年記念事業「朝
ドラヒロイン大集合」などと連動しながら、「てっぱん」の
盛り上げを最重要課題として、全局体制での対応としてい
く。 
○「てっぱん」は放送前にいかに認知度をアップさせ、視
聴意欲を高めるかが課題。新聞や広告、イベント等全局あ
げて集中的にアピールしていく。 
○上海万博開幕日の中継は、展示館側の準備遅れ等で若干
物足りない面もあったが、今後万博も佳境に入るので、Ｊ
ＡＰＡＮデーなどの機会をとらえて伝えていく。 

【京都局】 
○４月 24～25 日の２日間で「春の会館公開」を実施した。南隣の二条公園の特設ステージでＦＭの公開番組
や地元の方々の参加によるイベントを開催するなど、２日間で 8,700 人の地域の方々が来場した。 
○本年度営業目標に対し、契約総数・衛星契約・口座クレジットとも全国上位の進捗を確保しており、第１
期営業局長特賞を受賞した。 

 
○二条公園を活用した会館公開は、地域の人々の交流の場
として定着してきた。 
○新入生への対応を中心とする第１期業績が年間目標達成
の成否を分ける。新入生が多く存在する地域を地域スタッ
フから法人委託に開放し、契約対策の強化を図った。 

 
○地域に開かれた放送局として、今後も全局をあげて視聴
者サービスに取り組んでいく。 
○地域スタッフ要員数が不足しており、目標達成に向けて
の採用活動や法人委託の拡大で戦力確保を進める。また、
12 月からの公開競争入札による業務委託契約に向けた準備
も万全にしたい。 

【神戸局】 
○ＪＲ福知山線事故から５年では、検察審査会などの動きを他社に先駆けて伝え、地域・全国の特番で教訓
を生かす取り組みや被害者の苦しみなどにスポットを当てた。 
○宝塚、伊丹など人口の多い阪神地区で「ニュース神戸発」の現場からの中継や地デジのＰＲブースを中軸
にした「阪神キャラバン」を実施。ＣＡＴＶとの連携と地デジＰＲにつとめた。 
 

 
○ＪＲ福知山線事故関連では、大阪局の報道と連携し、継
続取材で蓄積した情報を分かりやすく伝え、完成度の高い
見ごたえのある報道と評価された。 
○キャラバンでは市民参加の企画を重視し放送した。デジ
タル神戸の存在感を高め、地デジ普及に貢献した。 

 
○ＪＲ事故の加害者側・被害者側双方への取材を継続し、
真相究明、再発防止に努める。 
 
○９月には淡路島でのキャラバンを予定している。 

【和歌山局】 
○ＮＨＫの番組を教育現場でもっと活用してもらえるように、現場の教職員を支援する「ティーチャーズサ
ポート」を、６月１日、和歌山局のホームページ上に立ち上げた。 
○5月 10 日から衛星第２で、「街道てくてく旅～熊野古道をゆく～」の放送が始まったのを機に、様々な企画
を展開。放送期間中、「わかやまＮＥＷＳウェーブ」でダイジェストを放送、ローカルスポットも制作し、随
時編成した。 

 
○県教育長より、「ＮＨＫの番組がもっと教育に活用され、
先生方の意見が番組作りに生かされることを期待する」と
の言葉をいただき、ホームページ上に掲載した。 
○「街道てくてく旅」は和歌山のダイナミックな自然の魅
力を紹介できる番組であるとして実現。地域の住民からは
「地域の活性化につながる」など大きな反響。 

 
○和歌山県教育委員会のホームページにリンクを貼ったほ
か、８月と 11 月に和歌山市で開催される放送教育研究協議
会近畿大会の場を利用し積極的な周知広報を行う。 
○引き続き、番組「秋」編に向け、番組に連動した展開策
を考える。地域の活性化につなげるだけではなく、地デジ
やＢＳ普及対策のキャンペーンとなるような試みを企画。

【奈良局】 
○新年度、「せんとくん通信」「奈良まほろば散歩」など遷都 1,300 年関連の企画を開発し、夕方６時台の「な
らナビ」で毎週放送するとともに、全国の放送局にＣＳで配信。ブロック向けミニ番組「やまとの国宝」は
継続制作し、国際放送でも発信した。 
○平成 22 年中に視聴者 1,300 人に夢を語っていただく「なら 1,300 人の夢」を４月から隔週放送に拡充した。
営業・企画総務を含む全局体制で取り組み、６月末で収録済 691 人、放送済 605 人。 

 
○「まほろば散歩」は近畿ブロックや四国でも放送。また
「やまとの国宝」「まほろば散歩」を国際放送で 102 回放送。 
○1,300 人に向け収録・放送ともに順調な滑り出し。担当者
の習熟が進み、効率的な業務遂行となっている。出演した
視聴者からも好評。 

 
○「まほろば散歩」「せんとくん通信」を編成する局のさら
なる拡大をめざす。「まほろば散歩」は好評につき再編集し
て８月に「かんさい特集」として放送する。 
○平城宮跡のサテライトスタジオを活用し、積極的に広報
活動を展開する。また７月の「のど自慢予選会」で、「なら
1300 人の夢」の 100 人以上の収録を検討中。 

【大津局】 
○大津局ホームページに「江～姫たちの戦国～」のページを制作し、登場人物や江の生涯を紹介、また「江
～歴史紀行～」（夕方６時台の「おうみ発６１０」で月１回の企画として放送）の動画を掲載している。 
○びわ湖をはじめとする環境問題や環境活動に取り組む人々を、ニュースや「関西もっといい旅」「おはよう
関西」などで広く取り上げ、継続的に環境に関する番組を発信している。 

 
○６月の出演者発表時には、Yahoo!ニュースから大津局Ｈ
Ｐにリンクが貼られたこともあり、アクセス数が通常の 10
倍（約 14,000 件／日）に伸びた。 
○全国・ブロック向けに放送した滋賀県の自然や文化歴史
を紹介する番組は、モニター報告でも高い評価を受けた。 

 
○「江」の独自ＨＰの夏頃の開設をめざして、業者選定・
発注が完了した。よりよいページを作るため検討を重ねて
いく。 
○“環境こだわり放送局”として今後も、環境問題を番組
で積極的に取り上げるとともに、地域の活動にも参加して
いく。 

方針４
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中 国   

主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

【ブロック概況】 
 新年度がスタートし、各局とも“地域密着”をより鮮明にした業務運営に取り組んでいる。若年層を中心
とした接触者率の向上を目指し、広島局ではＦＭ新番組の放送を開始、松江局と鳥取局では前年度に放送し
た若者向けの番組のリニューアルや定着化を図り、それぞれが３-Screens 展開の充実にも努めた。一方、完
全デジタル化を約１年後に控え、周知スポット・ミニ番組の制作やイベント会場でのＰＲ、キャラバンの実
施、専門プロジェクトの立ち上げなど、地デジ普及促進施策に各局が精力的に取り組んでいる。 

 
 若年層を意識した番組では、ＨＰからの動画配信・番組
視聴などの試みや若者の意見を番組に積極的に取り入れた
ことなどが功を奏し、地域の若い世代の支持を集めつつあ
る。また、地デジについては、様々な施策の実施により、
視聴者の関心・意識が高まっている。 

 
 若者向け番組をはじめ新番組のさらなる充実･定着を図
るため、視聴者が興味を持ち親しんでもらえる工夫や若い
世代とのネットワークの構築などを検討していく。また、
地デジ普及のため、周知情報の発信も繰り返し行い、広く
浸透させていく努力を継続する。 

【広島局】 
○金曜夜に携帯･ＰＣを通じて若者世代とつながるＦＭ双方向番組「ぶち☆なま」を開始。ポッドキャスティ
ング聴取を可能とした番組ＨＰへのアクセスも順調で、若年層の接触者率向上に手応えを感じている。地デ
ジの普及については、広島局キャラクターと広島弁を使った独自ミニ番組を制作し、効果的にＰＲを行って
いるほか、大型連休に実施した会館公開で、広島のＮＨＫと民放各局の地デジ推進大使によるステージショ
ーやデジサポ相談コーナーを設置するなど、普及促進に精力的に取り組んだ。 

 
○｢ぶち☆なま｣は番組ＨＰへのアクセスと並んでメッセー
ジの投稿も月を追うごとに増えており、新たなリスナーも
開拓しつつある。また地デジ普及ミニ番組には多くの好評
意見が寄せられており、普及に取り組むＮＨＫ職員の奮闘
ぶりもアピールできた。 

 
○｢ぶち☆なま｣は８月６日の原爆の日にメディアをラジオ
からＴＶに移し、若者と平和について語り合うスペシャル
番組を放送する。またブログ等を活用した３-Screens 展開
も予定している。地デジ普及ミニ番組はアナログ放送終了
直前まで放送し続け、意識の高揚を図っていく。 

【岡山局】 
○今年度通年で取り組む「みんなで子育てキャンペーン」は、虐待、発達障害、不登校などの問題や子育て
に熱心な親のネットワークなど子育てに役立つ情報を積極的に発信した。また、職員･スタッフがＰＣや携帯
で番組裏話などを紹介する｢おかやまスタッフブログ｣を開設（3/29）、身近な話題で３-Screens 展開を図って
いる。岡山市とＮＨＫの共有スペース「ひかりの広場」で実施したサッカーＷ杯南アフリカ大会の日本代表
戦パブリックビューイング（6/14･19）には２日間で 900 人の来場者があり、大いに盛り上がった。 

 
○キャンペーンは視聴者からの反響･問合せも多く、地域の
関心の高さが窺える。ブログは順調にアクセス数を伸ばし、
接触者率の向上に寄与しているほか、職場の活性化にもつ
ながっている。熱気で包まれたＷ杯のパブリックビューイ
ングは地域での盛り上げにも一役買った。 

 
○キャンペーンは今後取材成果をもとにした番組展開や事
業･営業活動など全局的な取り組みにも展開していく。ブロ
グは視聴者コメント欄の追加など、双方向性を高める工夫
をする。｢ひかりの広場｣では若年層をターゲットにしたイ
ベント等の催しを検討していく。 

【松江局】 
○３-Screens 展開も含め若年層の接触者率向上を狙った「アラハタ！」は「アラハタ！クエスト」として若
者の冒険や探求の過程を描くドキュメンタリー番組にリニューアルした。また小泉八雲生誕 160 年、来松 120
年を記念したミニ番組「八雲紀行」の放送を開始した。営業ではフレッシャーズ対策を重点とした取り組み
や地域スタッフの活動量アップにより、第１期衛星増加と口座クレジット増加が全国１位となり、営業局長
特賞を受賞した。 

 
○若年層から寄せられた意見･要望に基づきリニューアル
した｢アラハタ！クエスト｣、八雲の足跡をたどる｢八雲紀
行｣には、番組への支持や今後に期待する声が次第に増えて
いる。営業では衛星新規率、新規同時口座率向上等に積極
的に取り組み、好業績を確保した。 

 
○｢アラハタ！クエスト｣は高校生や大学生等との情報交換
のためのネットワーク作りにも力を注いでいく。｢八雲紀
行｣は開設した番組サイトを活用し、積極的な３-Screens 展
開も進めていきたい。営業活動では、遠隔地対策や事業所
対策の強化を進めていく。 

【鳥取局】 
○米子支局から県西部のニュース･話題を重点的に伝えた、夕方６時台の｢いちおしＮＥＷＳとっとり｣の“米
子ウィーク”（5/17～21）は、“鳥取県域局”としての存在感を高めた。また若年層をターゲットにした「√
るーと」を隔週放送化（月午前 0:10～）し、ＨＰでも番組スポットの動画配信を行うなど３-Screens 展開を
意識した取り組みを行った。地デジ普及では技術職員ふんする「地デジ課長」が夕方６時台やデジタル周知
スポットに登場し、積極的にデジタル移行を促している。 

 
○｢√るーと｣は深夜ながら視聴率は最高５％を超え、若年
層を中心に 50～60 代からも好評の声が届いている。｢地デ
ジ課長｣の周知スポット等は「説明が分かりやすい」など評
価の声が多く、鳥取局の地デジ普及の顔として県民に広く
浸透しつつある。 

 
○夕方６時台は県内の話題を求める視聴者の強い要望に応
え、県内ネタを増やすとともに今後も県内キャラバンを実
施したい。｢√るーと｣は若手ディレクターに担当させ、若
い世代に支持される番組に育てていく。好評の｢地デジ課
長｣も繰り返し放送しデジタル化の浸透を図っていく。 

【山口局】 
○地域放送番組の改定では“地域密着”を明確に打ち出した番組作りが奏功し、夕方６時台の｢維新情報！や
まぐち｣は平均視聴率が県内最下位(２～３月期)を脱し、２位(４～５月期)に浮上したほか、臓器移植を受け
た男の子と家族を追った｢ＹＡＭＡＧＵＴＩＣ｣は 18.2％の視聴率を記録した。またデジタル難視ゼロに向け
た｢地デジ難視･ゼロ！キャラバン｣や｢下関地デジ移行キャンペーン｣の企画など、県内の地デジ完全移行に向
けて全力で取り組んでいる。 

 
○視聴率が改善されたことから、番組改定が視聴者に好意
的に受け入れられたものと考えている。また、下関地デジ
移行キャンペーンでは地元出身の有名歌手を起用するな
ど、地域の視聴者が｢地デジ｣を身近に感じてもらえる工夫
も行っている。 

 
○地域放送番組は、今後も効率的な制作体制の確立や組織
横断的な協力体制の強化を図る。地デジ移行については、
福岡県との電波が混在する下関市をはじめ、県内には県外
波を受信する地域が多いため、全局体制での対応を加速し
ていく。 

方針４

 

17



 

四 国   

主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

【ブロック概況】 
 今年度スタートした「しこく８」（金曜地域枠）では、「龍馬伝」などの大型ドラマ関連企画のほか、徳島
の糖尿病、ＬＥＤ、高松の瀬戸内国際芸術祭など地域に即した題材を取り上げながら四国を発信する番組・
報道を実施。夕方のニュース・情報番組（６１０）は各局とも大幅に改定し、より身近な放送局を目指して
いる。「四国羅針盤」は地域密着の課題を取り上げることにより、高視聴率を維持している。営業は各局特色
ある活動を展開中。 

 
 大型ドラマ関連企画は好調を続けている。さらに地域一
押しの話題を積極的に全国発信することにより地元の信頼
を得ている。６１０は視聴率が上昇し、モニター報告は好
評。「四国羅針盤」は最高 13.6％（愛媛県）を達成した。 

 
 新番組やリニューアル番組の改善、向上に取り組み、さ
らに地域に根差しながら全国に発信する体制を構築してい
く。「四国選択会議」についてはさらに双方向性を追求し、
４月から導入したデータ放送の利用も促進する。 

【松山局】 
○「しこく８」は大型ドラマ関連企画や、マガジンスタイルの「スマイル四国」、継続の「四国なぞ解き行脚」
などを放送し好評。夕方６時台の「いよかんワイド」は若年層をねらう企画を立ち上げ接触率向上を図った。
○夕方６時台「いよかんワイド」のコーナー「校歌の旅」を、日曜にミニ番組としても放送している。 
○「四国羅針盤」「四国選択会議」はタイムリーな課題を追い続け好調に推移、双方向性強化をめざす。 
○７月の参議院選挙に向け各局と連携して保守王国の中で風がどのように吹くか緻密な取材を続けている。

 
○「しこく８」の特集「漱石の五七五」（8.6％）は漱石の
原点がわかると好評。 
○「校歌の旅」コーナーは営業と連携し契約率向上を狙う。 
○「羅針盤」は農業の課題を中心に平均 10.6％で好評維持。 
○「選択会議」ではデータ放送から投票するシステム導入。 

 
○「しこく８」は４局で年間 26 本、域内力を合わせて制作。
○「いよかん」はシリーズ「変わる」を継続し若年層の出
演機会を増やす。幅広い視聴者層獲得と契約率向上を図る。
○「選択会議」の双方向性強化とブロックへの定着を図る。

【高知局】 
○「龍馬伝」について、特集番組、アニメ、ニュース、３-Screens など多彩に展開、長崎局とも連携した。
○金曜夜８時台の「とさ金８」（月１回）は、地元の切実な課題を視聴者目線にこだわって制作し好評を得た。
○「あさイチ」の「産直ライブ」（４日連続）を地方局としては初めて担当し、ノウハウの確立に貢献した。
○営業収納額は全国４位で昨年度からの好調を継続している。デジタル化の作業にも積極的に対応。 

 
○「龍馬伝」関連の番組や企画の反応は極めて良く、視聴
者の熱い支持を受けた。他局との初の連携も互いの地域の
特徴を引き出せて、観光・行政関係から評価の声が高い。 
○地元野球チームの試合のラジオ中継が大反響を得た。 

 
○７月末から大河ドラマ特別展を地元で開催、関連ミニ番
組放送などを通じて、高知の魅力をさらに発信していく。
○「とさ金８」はメッセージ性を強め、内容をハードにし
て読後感がしっかりした番組へと育てていく。 

【徳島局】 
○ＬＥＤアートフェスティバルや上海万博に合わせた企画、番組を制作、県の取組みや地場産業を応援した。
○徳島出身の声優の特番をはじめサークル紹介や音楽番組など若年層対象の番組制作を積極的に展開した。
○６時台は「かめっ太」をキャラクターにソフトな印象の番組としてリニューアル、企画の充実も図った。
○旅館の営業対策に全局体制で取り組んだ。 

 
○フェスティバルには 20 万人が来場、万博は手厚い情報発
信を行って関係者から感謝され、視聴者から好評を得た。 
○声優特番は再放送希望が多数で、若者層に効果的だった。 
○団体取りまとめ率は８％向上した。 

 
○ＬＥＤ産業や糖尿病メディカルツーリズムなど、徳島な
らではの話題を取材しキャンペーンとして展開していく。
○青少年層のための番組を継続、秋に子育て特集を予定。
○事業所では病院対策を実施し、計画的に増加数確保する。

【高松局】 
○７月から始まる瀬戸内国際芸術祭について、予定や様々な課題を番組、記者リポートや解説で伝えた。 
○政府の方針で航路の廃止や減便に揺れるフェリー問題について「四国羅針盤」で詳しく伝えた。 
○香川県と計画を進めている TVCML による情報提供について内容やプロトコルの最終確認・調整に入った。
○放送と連携した地域スタッフの募集により、新たに３名を採用した。 

 
○瀬戸内国際芸術祭の認知度を高める効果があり好評、３
-Screens 展開も行い、複合的な好影響が出ている。 
○フェリー問題はモニターから高い評価を得ている。 
○TVCML は画面イメージの作成まで作業が進んできている。 

 
○大きなプロジェクトは特定のスタッフへの過負荷の防止
や各セクションの連携が必要であり、グループ横断型の体
制で芸術祭本番に備えていく。 
○TVCML は市町も参加して最終結合試験を実施後に本運用。

方針４ 
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九 州   

主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

【ブロック概況】 
「普天間基地移設問題」や「口てい疫」「諫早湾開門調査」「水俣病」など同時進行的に重大課題が相次い

だが、いずれも分厚い取材でタイムリーな放送ができた。 
桜島噴火情報の配信や佐賀局が開発した高校野球の応援メッセージサービスを他局で活用するなど、デー

タ放送のコンテンツ充実を図り、３-Screens 展開と完全デジタル化に向けた環境整備を推進した。 

 
ＥＴＶ特集「“水俣病”と生きる」がギャラクシー賞の月

間賞に選ばれ、高い評価を受けた。 
ひとつの局の成果を他の域内局に展開したため、低投資

でサービスの拡大ができ、人材育成にもなった。 

 
限られたパワーをどう配分・集中させていくか課題。大

雨も続いており、緊急・災害報道に的確に対応していく。
インターネットについては今後、「現地局環境調査」を行

った後、「共有サイト」を立ち上げる。 
【福岡局】 
○開局 80 周年を記念したアーカイブス番組や 11 時間のラジソンの放送、２日間で３万人が訪れた会館公開
を通して、地域の視聴者に親んでもらえる放送局としての存在感の向上に努めた。 
○上海万博を機に、ドキュメンタリー番組やニュース番組の企画シリーズで、上海で活躍する九州人を取り
上げ、アジア地域の国際化の一側面を紹介した。 
○完全デジタル化に向けて、アナログ放送専用のスポットを制作して放送するとともに、デジサポと連携し
てビル陰共聴施設の対策地区の選定や集合住宅の地デジ導入情報の把握に努めた。 

 
○福岡の文化や歴史を扱った番組が評価され、博多町人文
化連盟から「町人文化勲章」を贈られた。 
○九州の視点で捉えたアジア情報の発信に積極的に取り組
み、国際理解促進の一助として貢献できたと考えている。 
○ＮＨＫ共聴施設はほぼ計画どおりの進捗。また、アナロ
グ受信者に対象を絞った効果的な周知が実施できている。 

 
○地元大学の学園祭とタイアップした生番組「ガクラジ」
を 11 月に計画している。 
○今後も隣国の韓国や中国を中心にアジア関係の情報の発
信に努めていく。 
○ビル陰共聴施設と集合住宅については、対応が必要な施
設を絞り込み、デジサポから管理者に働きかけていく。 

【北九州局】 
○地域の人々の人情を描いた番組「なぜか笑顔のシャッター通り」を全国放送の「にっぽん紀行」で放送し
た。 
○Ｊ２に昇格した地元サッカーチームの試合を、第１四半期で３試合中継した。 
○完全デジタル化をめざし 11 中継局の開局とＮＨＫ共聴４施設を完了し「新たな難視」で自治体説明を実施。

 
○全国放送で視聴率 13.2％と大きな共感を得られた。 
○九州勢同士の対戦が盛り上がり、大分戦は 11.1％。 
○きめ細かな工程管理で、多数の中継局を開局できた。 

 
○今後も地域の人々の暮らし・表情を全国に発信していく。
○シーズン後半に、九州勢と対戦する２試合を中継予定。
○「新たな難視」対策の地元説明など条件整備を進める。

【熊本局】 
○水俣病救済策が動き出した歴史的な今年、初めて首相が出席した「犠牲者慰霊式」を九州ブロックで中継
したほか、残された課題などについて「おはよう日本」で特集として分厚く伝え、大きな反響を呼んだ。 
○地上デジタル放送の難視地区が多い天草地区の対応を強化するため関係機関でプロジェクトを設置した。
○契約数増加と未収者削減について、昨年同期を上回る実績を確保し、順調なスタートとなった。 

 
○式典中継は熊本局として初めての試みだったが、首相や
被害者の言葉を中継で伝えたことは意義深かった。 
○地上デジタル放送の受信普及に向け体制強化を図った。 
○契約収納業務委託法人のエリア拡大が順調に進んだ。 

 
○水俣病問題は、今後も丁寧に取材を続けていく。どう継
続的に全国に伝えるかが重要だと考えている。 
○早期の対策手法の確定に向けて集中展開を図る。 
○契約収納業務委託法人のさらなる育成に取り組む。 

【長崎局】 
○地元が熱望していた「龍馬伝」の長崎ロケが５月末に行われ、密着取材でロケの様子を詳しく放送した他、
取材会を実施し、主演の福山雅治さんをはじめ主要キャストの長崎へのメッセージなどを放送した。 
○諫早湾干拓事業の継続的取材や、ＮＰＴ再検討会議（ニューヨーク）への記者の派遣など、長崎が直面す
る課題に取り組んだほか、４月には夕方のニュース番組で１週間の「壱岐キャラバン」を実施した。 

 
○福山雅治さんの単独インタビューは大きな反響があっ
た。長崎の「龍馬伝」の視聴率は 30％台を維持している。 
○地域課題のリポート、特集番組はモニター評などで高い
評価を得た。「壱岐キャラバン」は地元の方に大好評だった。 

 
○第３部が始まる７月と第４部が始まる 10 月を「龍馬伝」
の盛り上げをはかる重点時期と考え、全力で取り組む。 
○地域課題に正面から取り組む一方で、地域の中に深く入
りこんで情報を伝えることにより、さらに信頼を高めたい。

【鹿児島局】 
○普天間に関連した徳之島問題についてニュースや全国放送の「追跡！ＡtoＺ」で伝えた。６月の長期にわ
たる大雨に際しては、被害を防ぐという観点から分厚く報道した。 
○桜島の噴火について４月 26 日から３-Screens で情報の提供を開始した。 
○地デジの普及を図るため鹿児島に伝わる「茶わん虫のうた」の替え歌を使ったスポットを民放と共同制作
し、鹿児島局独自でも理解促進の特番を制作した。 
○鹿児島出身者が出場したサッカーＷ杯で、会館内で２試合のパブリックビューイング（ＰＶ）を実施した。

 
○与論島の「洗骨」の風習をブロック放送で取り上げるな
ど南北 600 キロからの情報発信という目標は達成した。 
○噴火情報は、視聴者から「役立つ」との評価を得ている。 
○受信機の世帯普及率の大幅アップにつながった。 
○ＰＶには合計 600 人が参加し、新聞各紙が報じた。 

 
○徳之島や沖永良部島と鹿児島局を結ぶハイビジョン伝送
網を構築し、離島からの情報発信力を強化する。 
○桜島噴火情報を、地上デジタル放送普及のキラーコンテ
ンツとして、サービス内容の周知に一層努める。 
○民放との連携を強めて、引き続き普及促進活動に努める。

【宮崎局】 
○５月 18 日の「口てい疫・非常事態宣言」は大きな衝撃を与えた。福岡局・報道局などと迅速に連携しなが
らニュース対応は勿論、九州沖縄スペシャル「激震 口てい疫 ～感染拡大を防げ～」、追跡！ＡtoＺ「口てい
疫“感染拡大”の衝撃」、クローズアップ現代「口てい疫 感染拡大との闘い」で実態を伝えた。 
○昨年度の課題だった未収者削減については、外部法人の活用などで大きく挽回した。 

 
○短期間にスクープ、特集番組を数多く放送しＮＨＫの存
在感を示した。また地域情報番組で関連情報や義援金の呼
びかけなどをきめ細かく行い、地元局としての信頼を得た。 
○総数増加では新規スタッフ育成強化が効果を上げた。 

 
○口てい疫は畜産農家に止まらず宮崎の経済を根底から揺
さぶっている。中長期的な視点でこの問題に粘り強く取り
組むと共に、ＮＨＫならではの番組で地元を元気づけたい。
○営業は口てい疫の影響を見極めながら推進する。 

【大分局】 
○県民の関心が高いサッカーＪ２・大分トリニータの試合をテレビとラジオでそれぞれ１試合中継。インタ
ーローカルで対戦チームの地元でも放送。また試合当日は局内ホールでパブリックビューイング（ＰＶ）を
開催し、元ＮＨＫ解説者の「地域とスポーツ」に関する講演と合わせてふれあいミーティングも実施した。
○大学生や若者を対象にした双方向番組「スイッチ」を生放送。若年層の関心が高い「働く・就活」をテー
マに視聴者からパソコンや携帯で意見を募り、番組の中で随時紹介。寄せられた若者の意見を中心にスタジ
オの識者が論議する 60 分間の討論形式の新番組を放送した。                      

○テレビ中継の視聴率は 11％を記録するなどトリニータへ
の注目度は依然として高い。ＰＶには約 30 人のサポーター
が参加し、ふれあいミーティングではチーム支援を含めＮ
ＨＫに熱い期待が寄せられた。 
○「スイッチ」には若年層を中心に 400 件のメールが届く
などねらい通りの反響があった。寄せられた意見を瞬時に
画面に反映させるシステムを開発、演出面も工夫した。 

○地域のスポーツを応援する放送局として第２四半期以降
もトリニータを含め大分にあるプロチームの中継や情報発
信を積極的に進めていく。合わせて地域スポーツを通じて
視聴者との交流を深め接触者率の向上につなげていく。 
○「スイッチ」は今年度さらに数本制作する予定。双方向
を含め今回で培ったノウハウを生かし、接触率の低い若者
が親しめる番組作りを目指していく。 

【佐賀局】 
○県内５市から、夕方の「ＮＥＷＳファイル佐賀」オープンスタジオを実施。中継する町のニュースや課題
のリポート、地デジＰＲコーナーなどの多彩な演出で放送。 
○ラジオ新番組「さがんほっと時間（タイム）」は、俳句をテーマに実施。県内外から俳句愛好家が 45 人が
参加した。 

 
○放送時間の８割を現場から中継。地域密着型の放送に「番
組が身近になった」など高い評価を得た。 
○「専門的だが親しみやすい番組だった」など大変好評で、
次回の開催に期待する声が多数寄せられた。 

 
○５日間の生中継は予算の確保が課題であるが、視聴者か
らの手ごたえは絶大で、１年に１回は実施していきたい。
○「さがんほっと時間」は、100 人程度の参加を狙っており
集客対策が課題である。 

【沖縄局】 
○普天間基地問題は県民大会特番や鳩山首相沖縄訪問報道などで分厚く伝えた。「慰霊の日」の式典中継では、
全国・ブロック放送に加えて地デジのサブチャンネルで“正午の黙とう”を放送し県民の強い要望に応えた。
○興南高校が優勝したセンバツでは、準々決勝からの試合を深夜帯に再放送し、優勝後は大阪の宿舎と中継
でつないで特番も実施。さらに視聴者の声に応え、試合を５月上旬に、再々放送し好評を得た。 

 
○県民大会特番の視聴率は 10.5％で県民の高い関心が示さ
れた。サブチャンネル中継はカメラ１台であったため、登
壇者の表情などが十分に伝えきれない面もあった。 
○準決勝、決勝の視聴率は 40％超。再放、再々放送も高率。 

 
○普天間基地問題は、引き続き優先課題として力を入れて
いく。「慰霊の日」の“正午の黙とう”放送は継続を念頭に
さらによいものにしていく。 
○夏の沖縄大会はデータ放送で応援メッセージを試みる。

方針４
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（５）日本を、そしてアジアを、世界に伝えます。 
  方針５
主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

（１）国際放送による情報発信の強化 
【ＮＨＫワールドＴＶ（外国人向け 24 時間英語放送）で、外国人向けコンテンツを強化】 
・独自制作英語番組は、定時化をめざす新番組の放送枠「ＮＨＫ Ｗｏｒｌｄ Ｔｒｙｏｕｔ」、中国社会紀行

の「Ｃｈｉｎａ Ｗｏｗ！」の２本を４月に新設した。第１四半期の「ＮＨＫ Ｗｏｒｌｄ Ｔｒｙｏｕｔ」
は、世界の様々な分野で活躍するアジアの人とこれから活躍が期待されるアジアの人をペアで紹介する「Ａ
ｉｓ Ａｓｉａ」を放送した。また「猫のしっぽ カエルの手」、「デジスタ・ティーンズ」など国内の人気
番組を英語化し、バラエティ豊かな番組ラインナップとした。 

・６月２日の鳩山首相辞意表明の際には、「ＮＥＷＳＬＩＮＥ」の特設ニュースで速報したのに続き、鳩山首
相の発言の模様を生放送、その後の菅内閣発足まで日本の政局の動きを生中継や解説等を交えて詳しく報
道した。 

・バンコク暴動（４月）、国連でのＮＰＴ再検討会議（５月）、フィリピン大統領選挙（５月）、上海万博開幕
（５月）では、現地派遣クルーがリポートや中継等で詳しく伝えた。中国・広州に取材クルーを派遣して
経済企画を取材・放送した。 

・全国の地域放送局発の英語リポートについては「ＮＥＷＳＬＩＮＥ」に前年度第４四半期とほぼ同じ水準
の 27 本（月平均９本）が寄せられた。また、海外総支局からは 132 本（月平均 44 本）の英語リポートを
放送した。電話による指導やボイストレーニングを徹底して行った。 

・独自制作英語番組「ＳＡＭＵＲＡＩ ＳＰＩＲＩＴ 弓道」が、剣道編に続き、ドイツ・ワールド・メディ
ア・フェスティバル 2010 の Sports and Activities 部門で部門１位にあたる金賞を受賞した。 

 
【㈱日本国際放送（ＪＩＢ）の独自番組編成】 
・ビジネス情報番組「日経ジャパンリポート」（月１本）や、上海の様々な姿をドキュメントする「疾走・上

海」（６本シリーズ）、中国各地の麺料理を紹介する「中国麺ロードを行く」などを放送した。第１四半期
は毎週１番組（30 分×６枠）の編成となった。 

 

     
 
・「Ａ ｉｓ Ａｓｉａ」は、日本のみならずアジアから幅広

く多彩な人物を取り上げ、厚みのある内容にすることが
できた。視聴者からは「見ごたえがある」「心温まる番組
だ」など概ね好意的な意見が寄せられた。 

 
・鳩山首相辞意表明では、ＣＮＮが「ＮＥＷＳＬＩＮＥ」
の報道を引用するとともに発言の一部をそのまま放送
し、ＮＨＫワールドＴＶの認知度向上に寄与した。 

・新年度の「ＮＥＷＳＬＩＮＥ」の内容改定で、当日の主
なニュースから特に手厚く伝える項目を毎日設けること
で機動力を備えた。 

・国際放送の英語リポートに対する地域の放送局の関心が
高まっている。また、報道局国際部や海外総支局でも、
英語リポートが必要な業務との認識が徹底しつつある。 

・独自制作英語番組の海外コンクールでの受賞は同じシリ
ーズの２例目であり、質の向上を裏付けた。 

 
 
・第１四半期のＪＩＢ独自番組枠は、「再放送なし」をめざ

していたが、経済情勢もあってスポンサー獲得が難しく、
実際には第１四半期放送番組の 50％が再放送（「中国麺ロ
ードを行く」など）となった。 

 
 
・今後も多様なジャンルを取り上げ、視聴者の幅広い関心
に応えた番組の開発をめざしたい。 

・今年度目標の３本目の独自制作英語番組については、「Ａ
ｓｉａｎ Ｖｏｉｃｅｓ」の関連企画を準備しているが、
人材や体制の確保で予断を許さない。 

・即応力や機動力はついてきたが、ニュースの選択や伝え
方（演出）、英語力等が、どのように視聴者に受け止めら
れているのか十分に把握できていない。「ＮＥＷＳＬＩＮ
Ｅ」の内容向上のため、６月下旬に米国で行った視聴者
意向調査を参考に、改善に取り組む。 

 
・英語リポートに参加する放送局にばらつきがある。英語
力のある人材が気軽に提案できるよう、東京で行われた
新人研修等でＰＲした。今後も拠点局ごとの会議等の機
会を捉え、地域ネタや人材の発掘に努める必要がある。

・これからも関係各部局と連携して独自制作番組の海外コ
ンクール出品を積極的に進めていく。 

 
・ＮＨＫからの委託番組と異なり、ＪＩＢ独自番組への支
援は難しいが、必要な助言などの協力を進めていきたい。

 

（２）さまざまなメディアによる、効率的・効果的な海外発信 
【ＮＨＫワールドＴＶ受信可能世帯の拡大】 
・ＮＨＫワールドＴＶは、着実に受信可能世帯を増やしている。このうち韓国では放送許可を取得。４月か

ら衛星放送 SKYLIFE（約 35 万世帯）に向けて 24 時間ハイビジョン放送を開始した。また、４月に太平洋の
マリアナケーブルビジョン（１万世帯）で、５月にはベトナムの衛星放送 VINASAT（10 万世帯）とホーチ
ミンのケーブル局 SCTV（20 万世帯）で再送信を開始した。 

・４月、アメリカ・パブリック・テレビジョン（APT）を通じ、アメリカ PBS の地上波系列 25 局（約 2,000
万世帯）に向けて、一日３回（各 28 分）、「ＮＥＷＳＬＩＮＥ」の配信を開始した。 

 
【ラジオ日本の聴取可能人口の拡大（中波、ＦＭ波による放送の拡大）】 
・アフガニスタンで、今年度当初から首都カブールと西部の主要都市ヘラートのＦＭ放送局を通じ、一日 30
分ペルシャ語番組の放送を開始。聴取可能人口は計 656 万人で、同国のペルシャ語話者人口の７割近くを
カバーしている。インドネシアでのＦＭ展開は、今期 14 局を追加し、35 局ネットになった。 

 
【海外における国際放送の視聴状況に関する把握手法の開発、調査、分析】 
・香港とワシントンＤＣで継続的なチャンネルの定量的調査を実施。香港では認知率 73％、接触率 42％と１

年前に比べいずれも 20 ポイントあまり向上した。より多くの方々にＮＨＫワールドＴＶを知っていただく
よう、各地域の番組ガイド誌に広告を掲載したり、チャンネルのプロモーションビデオを地元の広報チャ
ンネルで放送した成果が出た。一方、ワシントンでは認知率 16％、接触率 2.8％で、ほぼ昨年並みという
結果だった。 

・視聴者の満足度などを把握するため、国際チャンネルを日常的に視聴する層を集めた定性的な調査「フォ
ーカスグループインタビュー」をワシントンＤＣで実施した。 

 
【インターネットによる配信の充実】 
・４月より 16 言語の音声ニュースを各 10 分からすべて 15 分に延長した。また、中国語と朝鮮語のニュース

テキスト配信の回数を倍増し、１日４回にした。 
・第１四半期のページビューは、ＰＣ 1,987 万、iPhone 135 万、合計 2,122 万となり、順調に推移している。

中国語動画ニュース配信は、今年の秋にも開始できるように準備を進めている。 
 

 
 
・韓国の手続きには、およそ半年を要したが、粘り強い交
渉で、ようやく放送の開始に至った。 

・アメリカでは民放が中心だが、非商業ネットワークであ
る PBS 系列局、特に大手の放送局への配信により、視聴
可能世帯数を拡大できた。 

 
 
 
・アフガニスタン、インドネシアでの展開により、今期は
中波・ＦＭ波による聴取可能人口が、５つの国と地域で
計約２億 4,500 万人を達成した。 

 
 
・香港での認知率は、現地の番組ガイド誌に広告を掲載す
るなどのＰＲに務めた結果、上げることができた。 

・定量的調査は、経年変化を追うことで、地域ごとの特性
を把握することが可能となった。 

・定性的調査のグループインタビューにニュースの編集責
任者・チーフプロデューサー等が参加し、現場に有効に
フィードバックされた。 

 
 
・枠の拡大により項目ニュースを増やしながらも背景をえ
ぐるコーナーを入れられるようになり、リスナーに詳し
く解説できるようになった 

・iPhone を通した視聴が順調に伸びている。今後も携帯端
末による視聴者が増えれば、22 年度アクセス目標（8,500
万ページビュー）達成とさらなる上積みも可能となる。 

 

 
 
・アジアでは中国、シンガポール等への参入に向け、引き
続き許可申請や交渉を行う。欧州ではハイビジョン配信
が課題。フランスのＩＰＴＶ事業者との交渉も継続する。

・アメリカでは、ニュースや番組の配信枠・配信先のさら
なる拡大を目指す。当面は、PBS の編成改定期となる７月
から８月が大きな山場となる。 

 
 
・難航しているバングラデシュのＦＭ借用中継の実現を急
ぐ。実現すれば、さらに約 3,500 万人が聴取可能になり、
今年度目標（２億 8,000 万人）が達成される。 

 
 
・今後も定量的調査を行い、認知度を高めるための地域ご
との取り組みに生かしていく。 

 
・ロンドンや香港でも同様の定性的調査を実施することで、

地域間の差異も把握し、番組内容や編成の改善につなげ
たい。また、効果的な調査の手法を引き続き検討する。

 
 
 
・15 分に延長したことへの反応を取りまとめたい。ニュー
ステキスト配信についてもデータを集め、その他の言語
への展開を練りたい。 

・ブラックベリーなど、他のスマートフォンへの展開も進
めているが、接続業者との交渉などで実施がずれ込んで
いる。 
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（６）円滑な完全デジタル化に向けて重点的に取り組みます。 
  方針６
主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

（１）デジタル中継局など送信設備の着実な整備 
【デジタル中継局の建設、ＮＨＫ共聴のデジタル移行】 
・第１四半期にデジタル中継局を 104 局整備した。今年度目標約 680 局に対する進捗率は 15％である。 
・ＮＨＫ共聴 152 施設のデジタル化改修工事を完了したことに加え、ケーブルテレビへの移行等で 489 施設

の廃止を決定したことにより、計 641 施設への対応を完了した。今年度目標約 2,400 施設に対する進捗率
は 26％となっている。 

 
・これによって、デジタル中継局は、約 2,080 局の整備計画のうち 1,495 局の整備を完了。またＮＨＫ共聴
は、約 7,800 施設のうち、６月末までに 6,005 施設の対応を完了。６月末の世帯カバー率は 98.8％である。

 
 
・全国の担当者ならびに整備メーカーとの進捗状況確認を
より緻密に行い、工程管理の徹底に努めた結果、目標数
（約 100 局）をクリアすることができた。  

・21 年度中の早期着工を含め、計画的に対応を進めたこと、
また廃止となる施設への対応も速やかに実施した結果、
今期の目標数（約 240 施設）を達成することができた。 

・用地確保や法規制解除の未了などにより整備が遅れてい
る中継局については、既設設備を利用した代替案などの
検討を進める等、引き続き工程管理を徹底し、可能な限
り前倒しで整備を進める。 

・デジタル化が困難な施設については、衛星セーフティネ
ットのホワイトリストへの登録作業を進める。 

・デジタル中継局は 22 年末までに残る約 580 局、ＮＨＫ共
聴は残る約 1,800 施設を整備し、世帯カバー率 99.5％を
目指す。 

（２）デジタル難視聴対策など国や民放等と連携した受信環境整備の支援 
【共聴設備への経費助成】 
・平成 22 年３月に総務大臣認可を受けた「高性能等アンテナ対策」や「ケーブル加入」への経費助成を円滑

に進めるための体制を国やデジサポ（総務省テレビ受信者支援センター）と連携して整備した。 
【自主共聴のデジタル化】 
・自主共聴について、技術支援や経費支援を実施し、今期 1,287 施設のデジタル対応が完了した。この結果、

年度当初未対応であった 6,100 施設に対する進捗率は 21％となった（累計約 8,200 施設の対応完了、進捗
率 60％）。 

【障害対策共聴・集合住宅のデジタル化】 
・障害対策共聴 3.8 万施設に対して「ＵＨＦ伝送施設確認調査」を実施し、その結果（1.3 万施設のデジタル

化完了確認）を総務省の公表データ（受信障害対策共聴施設・集合住宅共聴施設の市町村別ロードマップ
［第 2版］進捗率）に反映させた。 

【難視地区対策計画の策定・衛星セーフティネット】 
・難視地区のうち、20 世帯以下の少数世帯地区を暫定的に衛星セーフティネットにより対策していく方針を
策定し、それにもとづく具体的な対策計画を立案した。 

・全国地上デジタル放送推進協議会を通して、４月にホワイトリスト（第２版）として、118 地区１万 1,085
世帯を公表した。 

【絶対難視世帯への対応】 
・ＮＨＫが 21 年度に実施した実測調査を分析し、当初約 4.5 万世帯と想定していた絶対難視世帯のうち、約

3,000 世帯の特定が完了した。 
・絶対難視地区等において、衛星セーフティネットの受信に必要なチューナーの貸与等の支援を行うことと
し、６月にこれらの業務に関する認可申請を行い、総務大臣の認可を受けた。 

【ＢＳ-ＡＭ変換受信世帯への対応】 
・ＢＳ放送を地上アナログ放送の空きチャンネルに変換している施設でご覧になっている 45 万世帯を対象と

したデジタル化施策として「個別アンテナ促進コンサルティングによるＢＳデジタル移行の推進」をとり
まとめた。  

 
 
・経費助成が可能となった結果、難視地区への地デジ対策
が進展する環境が整った。  

・自主共聴の対応済施設数は順調に伸びているものの、対
応方針未決定の施設が約 1,400 残っており、国や自治体
と連携して、早期の方針決定を促していく必要がある。 

・調査結果をデータに反映させるとともに、「スクラム 2011
（共聴施設デジタル化推進会議）」では、今後の施策展開
の材料に活用している。また、デジサポによるビル陰エ
リアの個別受信化施策が本格化しており、今後、進捗の
伸びが期待できる。  

・少数世帯地区の対策方針が明確になったことで、自治体
等との協議の方向性が明らかになった。 

・公表した対象世帯をもとに、順次、衛星セーフティネッ
ト対策を開始するなど、アナログ停波に向けた具体的な
対策が進んだ。 

 
・絶対難視地区等における支援業務が総務大臣の認可を受
けたことにより、今後、ＢＳデジタル放送の２波化移行
及びＢＳデジタル放送移行がより円滑に進むことが期待
できる。 

 
・ＢＳアナログ放送の円滑な終了を実現するための有効性
が期待できる。 

 
 
・対象地区への助成制度の説明は、デジサポが担当してい
るが、対策推進のため、ＮＨＫも各地の協議会を通じて、
制度周知に協力していく。 

・地デジ対応方針が未定の自主共聴については、衛星セー
フティネットも含め国や自治体と協力して対応を進め
る。 

・エリア対策後の個別アンテナ普及調査（対策の効果検証）
を行い、アナログ終了に繋げていく。「スクラム 2011」の
活動を強化し、業界全体としてのデジタル化推進活動を
活性化していく。 

・難視対策計画（第３版）の８月公表に向け、引き続き自
治体等との協議を進め、対策計画策定を推進していく。

 
 
 
 
・絶対難視世帯については、引き続き調査結果の分析と特
定作業を進め、支援対象世帯のリスト化等の対策を講じ
ていく。 

 
 
・共聴施設の受信者に対する個別受信への誘導や、ケーブ
ルテレビ施設に対するデジタル移行促進に必要な施策の
準備を進めていく。 

（３）アナログ放送終了に向けた周知広報活動の推進 
≪地上≫ アナログ放送巻き取り対策、アナログ放送の終了に向けた周知広報活動の実施 
・アナログ放送受信者のデジタル移行を促すため、７月からアナログ放送の全番組の画面をレターボックス

化、番組冒頭の周知スーパーを開始するべく、関連部局と協力して準備を進めた。 
・デジタル放送周知広報番組「デジタルＱ」を大幅にリニューアルし、歌と体操でその回のポイントを強く
印象づける演出を取り入れた。デジタル化が暮らしにどう役立つのかを解説する番組「デジタルテレビラ
イフがやってきた！」の放送を開始した。周知スポットについては、210 回（４～６月）放送した。 

・「ＮＨＫデジタルサイト」に、独自コンテンツとして番組のメイキングビデオや出演者のデジタル放送に関
するインタビュー、マンガ等の印刷物を掲載し、コンテンツの一層の充実に努めた。 

・完全デジタル化のＰＲと番組宣伝を兼ね「車内吊りポスター広告」や「トレインチャンネル」をＪＲ山手
線等で実施したほか、ＪＲ渋谷駅や大阪駅等でデジタルサイネージ（電子ポスター）を展開した。 

・のど自慢予選会の会場で、地デジ周知イベント「地デジで笑！劇場」を全国５会場で展開した他、課題解
決型の地デジ普及促進イベント「地デジ☆笑タイム」を都内２会場で開催した。 

≪衛星≫ アナログ放送巻き取り対策、アナログ放送の終了に向けた周知広報活動の実施 
・ＢＳアナログ放送の終了に向け、デジタルどーもを開発し、スポットや印刷物などで活用した。 

 
 
・平成 22 年３月時点での地上デジタル受信機の世帯普及率

は 83.8％（総務省調査）。放送による周知広報の強化が普
及率の向上に貢献した。 

・「デジタルＱ」の平均視聴率は、8.2％（４～６月）と昨
年度とほぼ同水準で推移している。 

・デジタル情報を総合的に伝えるサイトとして機能してお 
り、月に 100 万件を超えるページビューを記録している。 

・公開番組会場などで効果的にデジタル放送の周知広報を
行った他、デジサポと連携して、相談コーナーを充実す
るなど、来場者の満足度をより高めることができた。 

・ＢＳデジタル放送の受信方法をユーモラスに伝える周知
スポット「ＢＳデジ樽」は、スポーツ紙に大きく取り上
げられるなど、大変好評である。 

 
 
・対策が遅れている南関東におけるデジタル化促進のため、

番組冒頭の周知スーパーの更なる活用を検討していく。
・デジタル放送普及上大きな課題となっている関東地方の
アンテナ問題、集合住宅、ビル陰問題も、第２期（７～
９月）に集中的に取り上げていく。 

・より魅力的なコンテンツの開発を進める他、各放送局の
取り組みも細かく紹介するなど一層の内容充実を図る。

・交通広告全体の効果測定を実施し、これをベースに、よ
り効果的なＰＲ手法等を検討する。 

・デジタル化にあたっての課題は、地域により大きく異な
るため、今後も地域事情に合った企画を展開していく。

（４）デジタル放送関連研究・開発等（緊急地震速報の迅速化、地デジ日本方式（ISDB-T）の国際展開） 
・文字スーパー方式による緊急地震速報の運用開始に向け、テストストリームによるオンエアテストを実施

し、受信機の動作検証を行なった。  
・南米での ISDB-T 採用国は、今期新たに導入を決定したコスタリカ、パラグアイを含め 8か国となった。 
・また南アフリカ地域で開催された南アフリカ開発共同体(SADC)主催セミナーでデモを行うとともに、南米
や南アフリカ諸国の政府要人に放送のデジタル化の利点等を説明し、ISDB-T の更なる普及に努めた。 

 
 
・文字スーパー、アラーム音に未対応の受信機が見つかっ
ており、引き続き受信機メーカー対応を行う必要がある。 

・南アフリカ諸国で ISDB-T の検討が決定されたことは、日
本とブラジルの連携した普及活動の成果である。 

 
・受信機メーカーへの働きかけを継続するとともに、一部
地域では、第２四半期の早い時期で運用を開始する予定。

・今後も技術基準の策定等の検討を行うとともに、ARIB、
JICA 等と連携し、ISDB-T 採用を決めた各国への技術支援
協力し、ISDB-T のさらなる国際展開を推進していく。  
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方針７（７）構造改革を推し進め効率的な体制で受信料の価値をより大きくします。 
  
主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

（１） 放送やサービスの充実に向けた構造改革の推進 
【放送充実のための経営資源のシフト】 
・４月に新卒者 308 人を採用し、約６割を取材・制作などの放送部門に配属した。 
・22 年度予算は、視聴者のニーズにきめ細かくこたえる情報番組の充実・強化など放送部門に重点配分する

など、構造改革を推し進め経営資源のシフトを行った。（21 年度比 放送＋13 億円、技術△26 億円、営業
△0.5 億円）。 

 
・番組経費の適切な把握と管理のため、制作局の本体継続番組の予算書をプランニング表に置き替え、その
上で現場ヒアリングを元に修正する作業を行った。それを受けて平成 23 年度改定提案にトータルコストを
入力するルールの検討を開始した。 

・多様な制作体制の実現をめざし、委託番組については、今年度からポスプロ制作リソース全般にわたって
外部化している。また、６月から、総合リスク管理室のトータル管理プロジェクトに協力して、制作リソ
ース外部化の検証を開始、リソースを外部化するか内部で保有するか、その効果とコストをトータルコス
トの視点でチェックしている。 

 
【トータル管理の展開】 
・経営資源の最適配分をめざした“トータル管理”の組織全体への展開を図るため、４月に専従者による事
務局体制を強化し、関係部局の兼務者も加えてプロジェクト体制を整備した。プロジェクトで「22 年度行
動計画」をとりまとめ、テーマごとに検討・具体化を進めている。 

 

 
 
・前年に引き続き 300 人規模の採用を行い、放送サービス

充実のための要員シフトを着実に進めている。 
・支出予算の執行状況は、計画どおり、概ね順調に推移し

ている。（☞27 頁参照） 
 
・プランニング表に入力された要員人日数から割り出した
要員数とヒアリングで確認した現場の要員実体を比較す
ると差は１～２割しかなく、プランニング表によるヒ
ト・モノ・カネのコスト把握の精度を確認できた。 

・リソースの外部化は順調に運用されている。本体でもリ
ソース外部化により緊急対応リソースが確保でき、柔軟
なリソース調整が可能となった。 

 
・プロジェクトの目的は、トータル管理の仕組みを、予算・

事業計画の立案・策定から実績の把握・評価の作業に組
み入れることであり、必要に応じて、現行の業務フロー
の見直しを行っていく。 

 
 
・放送の体制強化として 31 人の増員、技術・営業・事務の

体制見直しとして 71 人の減員を行う 22 年度計画を着実
に進めていく。 

・23 年度の要員体制について具体計画の検討に着手する。
・月次の予算執行状況をきめ細かく分析し、翌月以降の施

行に反映させるなど予算管理を徹底する。８月から 23 年
度予算編成に向けて予算要求の作業を進める。 

 
・報道局の検討プロジェクトでのニュース・報道番組のト
ータルコストについての議論の結果を受けて、放送全体
でのトータル管理の手法を設計していく。 

・リソース外部化の検証については、９月までに終えて、
23 年度以降のリソース建設計画に反映させる。 

 
・プロジェクトの成果を上げるため、関係部局と緊密に連
携しながら「22 年度行動計画」の具体化を図っていく。

 

（２）ＮＨＫグループ全体の経営の最適化  
【子会社等の再編整理】 
・４月、アメリカにおいて、現地法人のＮＥＰアメリカとＪＮＧを統合して「NHK Cosmomedia America, Inc.」

を、ヨーロッパでは現地法人のＮＥＰヨーロッパとＪＳＴＶを統合して「NHK Cosmomedia (Europe) Ltd.」
を設立した。 

・４月、㈱ＮＨＫエンタープライズ(ＮＥＰ)が㈱国際メディア・コーポレーション(ＭＩＣＯ)を吸収合併し
た。ＭＩＣＯのスポーツ事業については、㈱ＮＨＫグローバルメディアサービス(Ｇメディア)に移行した。

 
 
 
【ＮＨＫと子会社等の取り引きの競争拡大】 
・番組制作関連では、「企画競争」を積極的に推進した。「わたしが初めて創ったドラマ」の第３シリーズを
募集し、148 本の応募の中から 10 本を採択した。総合テレビの若者向け開発番組を募集し、278 本の応募
の中から２本を採択した。「ハイビジョンのプライムタイム・ゴールデンタイムの定時開発番組」を募集し、
168 本の応募があった。初めての試みとして「プレミアム８」も企画提案の募集を行ない、148 本の応募が
あった。ワンセグ独自サービスの５分番組の募集を３回行い、564 本の応募の中から 10 本を採択した。 

 
・番組制作関連以外では、会館等の清掃業務、外構警備業務、廃棄物処理作業などを 22 年度から新たに競争
契約に移行した。 

・外部有識者３名で構成する「入札契約委員会」を２回（４、５月）開催し、21 年度における随意契約の妥
当性や関連団体との取引について審議した。また、「調達プロセス改善プロジェクト」において、今後の方
向性について取りまとめた。 

 
【転籍制度の運用見直し】 
・グループとしての経営の最適化をめざし、ＮＨＫから子会社等への転籍の運用を見直し、一般職・専任職
異動時の見込みとあわせ、従来どおりの運用に比べ４分の１程度を削減した。 

 
 
・海外での番組制作機能と、有料日本語放送の発信機能を
統合することで、海外の視聴者のニーズにあった新番組
の開発や、機動的な番組編成を行う体制が構築された。 

・ＭＩＣＯが行ってきたＮＨＫ番組の海外販売や海外番組
の購入などの業務をＮＥＰが担うことになり、国内外の
コンテンツ展開が一元的に行える体制が構築された。 

・スポーツ関連業務が、Ｇメディアに一元化された結果、
権利展開などを、より柔軟に実施できる体制が整った。 

 
・企画競争に対しては制作会社等の関心が高く、予想以上
の応募数となり、所期の目的を達成した。ワンセグ５分
番組の企画募集は、低予算ながら自由な発想を歓迎する
姿勢が若いクリエイターたちへの訴求力を持ち、これま
で応募実績のない会社からも幅広く応募があった。 

 
・競争契約への移行を着実に取り進めることができた。 
・随意契約の妥当性などについて見直しの余地がないかど

うかなど点検・助言を受け、基本的要件を満たしている
と判断された。 

 
・３か年計画で、転籍者数を合計 360 人に抑えるとしてい

るが、２年間で 114 人＋118 人の 232 人となっており、
３か年計画は達成できる見込みである。 

 
 
・アメリカとヨーロッパに設立した新会社には、国内にあ
る制作関連の子会社との間で、新たな共同事業の開発に
取り組むことを期待したい。 

・ＮＥＰのＭＩＣＯ統合によるシナジー効果を早期に生み
出すため、ＭＩＣＯの持っていた強みを生かした国際共
同制作を推進していく。 

 
 
 
・企画競争比率の向上には、将来、定時番組に育つ可能性
のある番組募集を重点的に行うことが不可欠であり、今
後も、積極的に企画募集を行っていく。また、「ＮＨＫの
企画競争が映像文化の向上に貢献している」といった観
点からのＰＲにも取り組んでいきたい。 

 
・子会社等との新規の番組制作以外の調達案件についても
さらなる競争契約を推進し、競争契約率の向上を目指す。

・「関連団体との取引」「随意契約の見直しの計画」の 21 年
度の状況を７月に公表する。 

 
・計画的に転籍縮減をすすめて３か年計画を達成する。そ
の後については「グループ経営」の議論のなかで、ベテ
ラン層の活用について検討していく。 

（３）“３-Screens”等の積極的展開による、受信料外収入の拡大 
・第１四半期の副次収入総額は、６月末で 24 億円で、前年同月比＋１億、達成率は 23.6％となっている。 
・副次収入の増収に向けて、映像資産として海外でも評価の高い「日本ニュース」（約 300 本）をデジタル化

し、ナレーションのメタデータとともに映像素材集として海外販売する事業を進めている。 
・電子書籍、iPad、３Ｄハイビジョンなど、新規メディアの相次ぐ登場に対応し、事業性や副次収入への貢
献の可能性などの検討を開始した。 

 
・第１四半期のメディアミックス提案は、趣味実用、語学
のテキスト番組や幼児番組が中心である。提案金額は前
年同期比＋４億円で、提案が順調に出そろっている。 

・デジタル映像素材の販売網を世界規模で持つアメリカ企
業との提携により、素材の国際展開に可能性が開けた。 

・様々な企業の取り組みや新しいビジネスモデルなど、情
報の収集や十分な調査を進めていく。 

 
・映像商品の売上減や出版不況等の影響があり、特集番組
の展開を伸ばすことが引き続き課題である。 

・「日本ニュース」デジタル化の終了後、一般映像素材のデ
ジタル化にも着手、デジタル･クリップ集の増加、充実に
取り組む予定。 

・デジタル系事業においては、ＮＨＫグループとしてどの
ように取り組んでいくか、方向性の検討が課題である。
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（８）受信料を公平に負担していただくための取り組みを強化します。 
  
主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

（１）受信料の公平負担の徹底による支払率向上と収入確保 
（２）一層の効率化による営業経費率の縮減 
【第１四半期の状況】 
・契約総数は、大量移動期における移動世帯の早期契約対策や、新社会人・新入学生を対象とした契約取次

対策に重点的に取り組んだ結果、13 万件の増加となった。 
・衛星契約は、サッカーＷ杯南アフリカ大会を契機とした衛星契約への変更対策や、移動世帯に対する衛星
放送受信の確認の徹底、ケーブルテレビ事業者や電器店等との連携強化などに取り組んだ結果、21 万件の
増加となった。 

・受信料収入のうち当年度収納額は、前年同期に比べ 30 億円の増収となった。また、前年度未収金の回収額
は 36 億円となり、前年同期に比べ 0.7 億円の減収となった。 

・家族割引制度の適用件数は６万件増加し、適用件数の総数は 53 万件となった。 
 
 
 

 
 
 
・契約総数は、全額免除（有料契約から無料契約への変更）

が４万件発生したこともあり、年間増加目標の 35 万件に
対し 13 万件の増加（進捗率 36％）となり、前年度の達成
率 48％を下回った。 

・衛星契約は、年間増加目標の 65 万件に対し 21 万件の増
加（進捗率 32％）となり、前年度の達成率 31％を上回っ
た。 

・受信料収入のうち当年度収納額は、事業所割引の増加や
訪問集金廃止に伴う入金時期のずれなどの影響で受信料
収入の確保が厳しい状況であった前年度と比べ、堅調な
スタートとなった。 

 

 
 
 
・契約総数の増加数が前年度を下回っていることから、地
域スタッフの業務を契約対策によりパワーシフトしてい
く。 

・未収削減についても、地域スタッフのパワーシフトをよ
り徹底するとともに、文書による対策を強化していく。

・有料契約から全額免除への変更数は、前年度と同様、高
い水準となっているため、今後ともその動向を注視して
いく。 

・こうした契約・収納業務の進捗状況や経済状況の影響な
どを注視しつつ、速やかに追加施策を実施していく。 

 

【訪問集金の廃止、地域スタッフの活動領域シフト（契約・未収対策へ）】 
（契約取次の状況） 
・地域スタッフの契約総数の取次数は 50 万件、前年同期比で 93％となった。（１人あたりの取次数は 37 件で

前年同期比 98％となった。） 
・地域スタッフの衛星契約の取次数は 20 万件、前年同期比で 111％となった。（１人あたりの取次数は 15 件
で、前年同期比 117％となった。） 

 
（未収の状況） 
・未収数は、地域スタッフの未収対策へのパワーシフトなどにより、第１期（４月・５月）４万件の削減と
なった。 

 

 
 
・地域スタッフの要員を削減している中で、衛星契約の取
次数は前年度を大きく上回っている。 

 
 
 
 
・未収数については、地域スタッフの支払再開数が増加し
たことなどにより、年間削減目標 20 万件に対して、５月
末で４万件の削減となった。 

 

 
 
・地域スタッフについては、前年度と比べて要員数が大幅
に減少している。今後も必要な要員を確保しつつ、１人
あたりの取次数を増やしていくことで目標の達成に必要
な取次数を確保していく。 

・契約対策や未収対策へのさらなるパワーシフトを実現す
るため、10 月から新たな地域スタッフ体制や報酬体系へ
移行していく。 

 

【外部委託の推進（新戦力の活用）】 
（公開競争入札による契約・収納業務の委託） 
・21 年２月から業務を開始した東京都、神奈川県、大阪府の３地区の公開競争入札による業務委託は、各事
業者の取り組みにより、契約総数・衛星契約・収納など多くの項目で目標を上回る実績を確保した。 

・22 年３月に東京都豊島区を対象に公開競争入札公告を実施し、５月に事業者が決定した。 
・また、５月には、新たに京都市右京区、兵庫県神戸市北区・三木市、兵庫県伊丹市を対象に公開競争入札
公告を実施した。 

 
（公開ホームページ等による募集） 
・公開ホームページによる放送受信料の契約・収納業務の受託法人の募集に対して、約 120 社から応募や問
い合わせがあり、そのうち 26 社と業務委託契約を締結した。 

・地域拠点局ごとに独自に新たな法人委託を募集し、18 社と業務委託契約を締結した。 
 

 
 
・３事業者の各項目の達成率は若干低くなったものの、要
求水準を意識した運用が徹底され、全業務バランスのと
れた推進につながった。 

 
 
 
 
・全国各地で順調に法人委託の拡大が進んでいる。 

 
 
・３事業者の業務遂行状況を継続して検証していくととも
に、公開競争入札による業務委託の実施地域を段階的に
拡大していく。 

・５月に決定した新たな事業者については、10 月から万全
の体制で業務が開始できるよう準備を進めていく。 

 
 
・新たな法人委託については継続して募集を行うとともに
問い合わせのあった法人に対しては、委託業務内容等を
十分に説明し、協議を進めていく。 

・業務委託契約を締結した法人に対して、安定的に業績を
確保できるよう、研修や指導を継続して実施していく。

 

【法人委託の対策強化】 
・法人委託会社の契約総数取次数は 1.5 万件（前年度 1.2 万件）、衛星契約取次数は 2.5 万件（前年度 1.8 万

件）、支払再開数は 1.7 万件（前年度 1.5 万件）となった。 
・不動産会社・引越会社の契約総数取次数は 2.6 万件（前年度 2.2 万件）、電器店・量販店の衛星契約取次数

は 2.1 万件（前年度 2.1 万件）、ケーブルテレビ事業者による衛星契約取次数は 3.5 万件（前年度 2.9 万件）
となった。 

 

 
・法人委託会社、不動産会社・引越会社、電器店・量販店
の取次数は、それぞれ前年度を上回る実績を確保した。 

・賃貸マンション管理不動産会社による取次数は、業務委
託会社数の増加や対応の強化により、前年度に比べ大き
く増加した。 

 

 
・いずれも前年度を上回る実績を確保しており、今後も対
応を継続・強化していく。 

【公益企業等との連携強化等】 
・インターネットによる受信料の各種届け出の受付件数は 15 万件、前年度比 116％となった。このうち、契

約取次件数は５万件、前年度比 123％となった。 
 

 
・特に、新規契約取次数は前年度比 172％、衛星契約取次は

144％となり、インターネットを通じた自主的な届け出が
大きく増えている。 

 
・公共料金ワンストップサービスからの住所変更取次が増
加しており、外部インターネットサービスとの連携強化
を図っていく。（携帯電話会社、プロバイダ等） 

 

方針８
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主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

【業界団体取りまとめの実施】 
・事業所割引制度を活用した対策や、業界団体による受信料の取りまとめの活用などにより、事業所契約数

は２万件増加し、累計で 237 万件となった。 

 
・事業所割引については、４万件増加し、適用件数は 107
万件となった。 

・ホテル・旅館の事業者の５団体および病院向けテレビの
リース事業者の団体が取りまとめている契約件数は、33
万件となった。 

 

 
・事業所契約の増加に向けて、事業所割引制度を活用した
対策をさらに強化していく。 

・取りまとめ業務を委託した宿泊業界５団体に対し、傘下
のホテル・旅館に対する一層の取り組み強化を要請して
いく。 

 

【未契約者への民事手続き推進・未収者に対する支払督促の全国展開】 
（未契約者への民事手続き） 
・21 年６月に続き、22 年４月に受信契約の締結と受信料の支払いを求める民事訴訟を提起した。 
 
 
（支払督促の全国展開） 
・支払督促の申立てについては、８都府県で 115 件実施した。これにより支払督促の実施地域はあわせて 39
都道府県となり、申立て総件数は 956 件となった。 

・担当窓口を本部・各地域拠点局の受信料特別対策センターに変更する窓口変更手続きは、645 件実施し、こ
れまでの累計では 5,705 件となった。 

 
（強制執行の申立て） 
・支払督促の申立てまたは判決が確定したにもかかわらず受信料の支払いに応じない８名に対し、申立ての
予告を行った上で、５月 26 日、５名に対して強制執行の申立てを実施した。 

 
 

 
 
・４月 15 日に提起した民事訴訟については、相手方から設

置台数全数の契約締結と受信料の支払いがあったため、
４月 23 日に訴えを取り下げた。 

 
・支払督促の申立て総件数 956 件のうち、６月末までに 782

件が支払い、または支払意思を表明している。 
 
 
 
 
・５月 26 日に申し立てた強制執行において、３名について

は支払いがあったため、６月末までに申立てを取り下げ
た。 

 

 
 
・未契約者に対する民事訴訟の提起については、引き続き
事業所・世帯ともに準備を進めていく。 

 
 
・支払督促の申立てについては、今年度中に全国 47 都道府

県（76 営業部・センター）で実施する。        
 
 
 
 
・支払督促や判決の確定後も、丁寧に対応を重ねてもなお
支払いがない場合、強制執行を視野に入れた活動を進め
ていく。 

 
【衛星デジタル放送の受信確認メッセージの活用強化】 
・電話による受付件数は 70 万件（前年度比 196％）となった。また、ホームページ上での受付件数は 27 万件

（前年度比 155％）となった。 
・メッセージ消去連絡者に対して、地域スタッフによる訪問対策に加え、電話や文書による衛星契約勧奨を
実施し、早期契約化に向けた活動を強化した。 

 
・21 年度に受付体制の強化を図ったことにより、応答率が
高まり、受付件数が増加した。 

 

 
・受付体制をさらに強化するとともに、ホームページ上で
の受付を促進するための工夫や周知を進めていく。 

・未契約者に対する受信確認メッセージの再表示や 30 日間
の猶予期間を置かない即表示について引き続き検討して
いく。 

 
【営業経費率の縮減】 
・人件費、減価償却費を含めた契約収納にかかる営業経費（トータルコスト）は 192 億円となり、営業経費

率は 11.7％となった。 

 
・地域スタッフの要員数の削減により事務費等が減少した
ものの、業界団体による受信料のとりまとめ経費や法人
委託の運用費等が増加した。 

 

 
・今後も業務の一層の効率化により契約収納経費の削減と
営業経費率の縮減に努めていく。 

方針８
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方針９（９）環境経営に着実に取り組みます。 
 

主な実績・継続課題の改善 分析・評価 課題・今後の取り組み 

（１）放送やイベントによる環境問題の継続的かつ重点的な取り組み 
 
・今年は国連が定めた「国際生物多様性年」にあたり、10 月には名古屋で世界 190 か国以上が参加する COP10

（生物多様性条約第 10 回締結国会議）が開かれる。３年目を迎えるＮＨＫの環境キャンペーン「SAVE THE 
FUTURE」も、今年度のテーマを「生物多様性」とした。総合テレビで６月４日に「いきものピンチ！ＳＯ
Ｓ生物多様性」を放送し、生物多様性について楽しく分かりやすく伝えた。世帯視聴率は、「SAVE THE FUTURE」
としてはこれまで最高の 10.0％であった。 

 
・４月から、環境情報専門の動画ポータルサイト「ＮＨＫエコチャンネル」を開設した。ＮＨＫならではの
豊富な映像から選りすぐったビデオクリップや、ゲーム感覚で環境について楽しく学べるコーナーなどの
コンテンツを用意し、環境キャンペーンの新しい柱とした。 

 
・今年度は、環境問題についてより多くの人に伝えていくために、日本テレビの環境キャンペーンと連携し、

「つなげよう、ｅｃｏハート。」を共有のキャンペーンワードとして展開している。ＮＨＫ、日本テレビそ
れぞれのキャラクターが双方の番組に出演したり、６月に開催された日本テレビの環境イベントでは、３
Ｄ映像の上映や日本テレビ、ＮＨＫ両局の気象キャスターによるトークショー企画などに協力したりした
ほか、会場内に「ＮＨＫエコチャンネル」ブースを設置し、ＮＨＫの環境への取り組みをアピールした。

 
 
・「SAVE THE FUTURE いきものピンチ！ＳＯＳ生物多様性」
については、「とても分かりやすく、楽しかった」「専門
家によるプレゼンテーションが斬新で、興味深く見た」
「見やすさと分かりやすさ、環境についての番組として
の真剣さが両方あり、ＮＨＫにふさわしい番組だ」など
の好評意見が寄せられた。さらに、「継続して取材し放送
していることに意味がある」と環境キャンペーンを続け
ていることを評価する声があった。 

 
・「ＮＨＫエコチャンネル」へのアクセスは、４～６月でお

よそ 56 万ページビューであったが、視聴者から募集して
いる「いきものＳＯＳ図鑑」への応募を増やすために、
10 月に向けてアクセス数を増やす工夫が必要である。 

 
・日本テレビとの連携は、民放局との連携ということもあ
り、どこまで可能か不確定な部分も多々あったが、コラ
ボレーションによる相乗効果でイベント参加者や視聴者
への訴求力も高まり、今後の展開も期待される。 

 

 
 
・特集番組や日本テレビとのコラボレーションが関心を集
めたことで、順調に滑り出すことができた。今回の成果
を踏まえ、COP10 が開催される 10 月に向け、引き続き各
部局と連携しながら進めていきたい。 

 
・放送関係では、10 月に特集番組を予定している。名古屋
で開催される COP10「生物多様性条約締約国会議」の会場
からの中継などを軸に、生物多様性について多角的に伝
えていく。 

 
・イベント関係では、放送センターで「SAVE THE FUTURE」
を 10 月に開催する。生物多様性にスポットをあて、様々
な団体と協力しあい、幅広い世代から共感を得られる展
開を図る。会場には日本テレビの展示ブースを設置し、
日本テレビの活動も紹介する予定である。 

（２）ＣＯ２や事業系廃棄物の削減に向けた取り組みの強化 
 
【アクションプランの実施状況】 
・「ＮＨＫ環境自主行動計画」の数値目標「エネルギー効率を測る指標で、平成 24 年度には 12％改善する（基

準年：平成 18 年度比）」の平成 21 年度進捗は改善率 5.0％となり、残り３年度で 7.0％改善を行なう。 
・目標達成に向けて、ＮＨＫ環境自主行動計画「アクションプラン」の 22 年度分施策について見直しをおこ

なった。 
 
 
【電力使用量の削減、省エネ管理システムの導入】 
・放送センターについては、平成 24 年度までに、オフィス部門の電力使用量 10％削減を目標としており、「ト

イレ、廊下の減灯」「電灯の部分消灯」などの節電活動を継続している。平成 22 年度 6 月末には、基準年
度の平成 19 年度に比べ 7.8％減少となった。 

 
・省エネ活動を「見える化」するため、「省エネ管理システム」（各放送局の電力使用状況を本部で参照でき
るシステム）を 21 年度に 22 放送局に設置した。各放送局の詳細な電力使用状況がイントラで参照できる
ようになり、本部での一元管理が可能となる。ＮＨＫ全体の効果的な省エネ対策を実現するため、今年度
は 29 放送局に整備する。すでに拠点局５局の発注を終えた。 

 
 
【省エネ型の放送設備、新放送会館などの整備状況】 
・放送センターと各放送局に「太陽光発電システム」の導入を進めている。放送センター（130kW システム）
では、太陽光発電パネル製作を発注した。放送局（10kW システム）では、旭川、函館、盛岡、松江、高知、
前橋、宇都宮、津の８局に整備するため、設計を開始した。 

 
・新放送会館の建設にあたっては、外気冷房や高効率機器の使用、太陽光発電などにより、ＣＯ2排出量従来

比３割削減を目標にしている。横浜新会館は 22 年８月完成、千葉新会館は 23 年５月完成に向けて工事中
である。甲府新会館については、施工業者が決定した。 

 
・空調設備の省エネ対策として、放送センターでは西館冷凍機の高効率化更新や、外気量制御などの改修工
事の設計をおこなった。 

 
 
 
・「深夜停波時間の増加」「菖蒲久喜ラジオ放送所での大規
模太陽光発電の検討」「ＬＥＤをはじめ電灯高効率化によ
る節電」など、アクションプランの見直しを行い、計画
値以上のＣＯ2削減に努力している。 

 
 
 
・放送センターにおけるオフィス部門の電力使用量は、削
減目標まで残り 2.2％となり、順調な進捗となっている。 

 
 
・21 年度の各放送会館の電力使用量は、19 年度比で 6.6％
減少し、目標の 19 年度比 0.2%削減を上回った。今年度は、
各放送会館の目標を 19 年度比 0.4％削減とし、さらなる
節電活動を継続する。 

 
 
 
・「太陽光発電システム」設置工事は、昨年度までに業務ル
ーチンが確立され、遅滞なく取り進めることができてい
る。 

 
・新放送会館の省エネ対策工事は、それぞれ工程通りに進
捗している。 

 
 
・放送センターでは、これまでの整備実績を活かして、昨
年度以上のＣＯ2削減をめざす。 

 

 
 
 
・ＣＯ2削減効果などを検証しつつ、目標達成に向けた努力

を継続していく。 
・東京都条例の「ＣＯ2排出量削減義務」が、今年度から開

始された。条例の対象となる放送センターと放送技術研
究所は、着実に義務を履行していく。 

 
 
・「テープレスシステム」など大規模設備整備やデジタルと

アナログ放送のサイマルサービスのため、電力使用量の
増加が見込まれるが、それ以外の削減効果によりＮＨＫ
全体の電力量を抑制できるように努めていく。 

 
・省エネ活動の「見える化」や出前講習会の実施など職場
における一層の意識向上を促すことで、節電活動の全職
場への浸透を図るとともに、電灯の高効率化など節電施
策の支援を検討していく。 

 
 
・ＮＨＫ全体の電力量削減に向けて、引き続き工程管理を
徹底し、着実に整備を推進していく。 

 
 
・横浜新会館は、完成後、運用を通して、省エネ効果の検
証をおこなっていく。 

 
 
・空調設備の省エネ施策の効果について、運用データを分
析し評価していく。 
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（参考資料）予算執行状況等  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業収入は、予算15億円に対し、ＮＨＫホール使用料１億円など、４億円の実績となっている。

 

 受信料は、地域スタッフや法人委託等による契約・収納活動を強化した効果により、上向い

てきている。 

 副次収入は、映像商品の売上減や出版不況等の影響により、やや低い進捗率となっている。 

 財務収入等については、６月に関連団体から予算額を上回る配当を受けたことや、前々年度

以前受信料の回収額が増加していることにより、高い進捗率となっている。 

 特別収入は、非現用不動産の多くについて、年度後半の売却を予定しているため、実績額が

少なくなっている。 
 

 

 

 国内放送費は、６月のサッカーＷ杯南アフリカ大会の放送実施経費を計上したが、全体とし

ては堅調に推移している。今後は参議院議員選挙報道の支出などを予定している。 

 契約収納費は、法人委託による契約・収納対策の強化などによりやや高い進捗率となってお

り、今後の進捗を注視する必要がある。 

 管理関係費は、デジタル化に伴う共同受信施設等への経費助成について、施設の管理組合等

からの助成申請に遅れがみられることなどにより、支出額が少なくなっている。 

 減価償却費は、アナログ放送設備の耐用年数の変更を行っているため、進捗率が高くなって

いる。 

事 業 収 入 

事 業 支 出 

(1) 事業収支(一般勘定)
〔6 月末標準進捗率 25.0％〕

 事業収入は、予算12億円に対し、１億円の実績となっている。 

見逃し見放題パック値下げの効果と、Flash Video導入による利用者拡大策が奏功し、視聴料

収入は前年同期の２倍の実績となっている。 

 

 事業支出は、予算30億円に対し、４億円の実績となっている。支出の主な内訳は、著作権

料や権利処理費、配信業務費等である。 

(2) 番組アーカイブ業務勘定 ※ＮＨＫオンデマンド（ＮＯＤ）業務に

係る収支を区分した勘定 

（単位 億円）

予 算 額
6 月 末
実 績 額

予算残額 進 捗 率

12 1 10 10.6% 

30 4 25 16.3% 

△ 18 △ 3 △ 14 -事 業 収 支 差 金

区　　分

事 業 収 入

事 業 支 出

（単位　億円）

予 算 額
6 月 末
実 績 額

予算残額 進 捗 率

6,786 1,713 5,073 25.2% 

受 信 料 6,550 1,636 4,914 25.0% 

交 付 金 収 入 35 8 26 24.1% 

副 次 収 入 105 24 80 23.6% 

財 務 収 入 等 64 42 22 65.9% 

特 別 収 入 30 0.9 29 3.2% 

6,847 1,621 5,226 23.7% 

国 内 放 送 費 2,848 682 2,165 24.0% 

国 際 放 送 費 139 32 107 23.1% 

契 約 収 納 費 583 151 432 26.0% 

調 査 研 究 費 85 14 70 17.3% 

管 理 関 係 費 443 59 384 13.3% 

人 件 費 1,823 452 1,371 24.8% 

減 価 償 却 費 713 186 527 26.1% 

財 務 費 151 38 113 25.1% 

特 別 支 出 27 3 24 13.7% 

予 備 費 30 0 30 0.0% 

△ 61 91 △ 152 -事 業 収 支 差 金

区　　分

事 業 収 入

事 業 支 出

(3) 受託業務等勘定 ※放送法9条3項に基づく受託業務等に

係る収支を区分した勘定 

（単位 億円）

予 算 額
6 月 末
実 績 額

予算残額 進 捗 率

15 4 11 27.5% 

13 3 9 24.3% 

2 1 1 -事 業 収 支 差 金

事 業 支 出

区　　分

事 業 収 入
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(4) 受信料

 受 信 料 受 信 契 約 状 況 

(単位　万件）

年間
増加目標

実績 達成率
年間

増加目標
実績 達成率

30 14.4 47.9% 35 12.7 36.4% 3,698 

60 18.8 31.2% 65 21.0 32.2% 1,477 

区　分 現在数
22年6月末21年6月末

契 約 総 数

227
（5月末）

-2
（5月末）

△ 20 -未 収 数 △4
（5月末）

衛星契約 *

△ 25 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 受信契約状況は、契約総数の増加が12.7万件、衛星契約の増加が21.0万件とな

っている。契約総数増加は、事業所契約の増加が大きく影響した前年同月の実績

を下回っているものの、衛星契約増加は、衛星契約への変更対策等により、前年

同月の実績を上回って推移している。 
 

 受信料収入は、契約総数及び衛星契約の増加、未収数の削減等により、前年同

月と比較して24億円の増収となっている。当年度収納額は、前年同月比で30億円

の増収となっている。  

※衛星契約とは衛星系および地上系による放送受信契約をいう 

(単位　億円）1,052 1,056
1,023 1,039

1,0921,070

1,110
1,072

1,0631,070
1,049

1,016

506

1,040

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1期 2期 3期 4期 5期 6期

20年度 21年度 22年度

505 499

6 月末 

（4～5 月） （6～7 月） （8～9 月） （10～11 月） （12～1 月） （2～3 月） 

当年度収納額の期別推移 

【契約総数増加】　目標35万件

0
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

20年度

21年度

22年度

【衛星契約増加】　目標65万件
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20年度
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11 .0万件
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14 .4万件

21年度

12 .6万件

20年度
18 .8万件

21年度

12.7万件

22年度6月末

21.0万件

22年度6月末

(単位　億円）

当 年 度 収 納 額

△ 6 

30 

増減額

24 

89 

1,516 1,547 

21年度
6月末

22年度
6月末

1,611 1,636 

区     分

受 信 料 収 入

回 収 予 定 額 95 
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(5) 建設費

（単位 億円）

                    ※1 当初予算790億円に前年度からの繰越額18億円を加えた額1

                    ※2  6月末実績額は、既に納入され、支払い済みの金額である

進捗率

10.9% 808 

区     分 22年度予算
6月末
実績額

88 建 設 費

※1 ※2

１ 地上デジタル放送設備の整備 

・デジタル中継局の建設（104局） 

・ＮＨＫ共聴施設のデジタル化（152施設） など 

 

２ 地域放送会館の整備 

   ・横浜放送会館（平成22年度運用開始予定）ニュース・汎用スタジオ設備整備 

・千葉放送会館（平成23年度運用開始予定）建築工事中 

・甲府放送会館（平成24年度運用開始予定）建築工事施工業者決定 

 

３ 衛星放送設備の整備 

・ＢＳデジタルＨＶ２波再編対応の設備整備 工事・テスト開始 など 

 

４ 放送番組設備の整備 

・地上デジタル放送緊急地震速報の迅速化対応整備(12局/49局) 

・放送局ニュース送出卓モニタ系統ハイビジョン化整備(4局/18局) 

・道内／関東広域圏内局のラジオ・ＦＭ運行装置更新(4局/12局) 

・天気カメラ整備（石垣、釜石） 

・本部デジタル総合ワンセグ用Ｌ字機能追加整備 

・本部報道情報ネットワーク強化整備 

・市町村気象警報 文字・作画・ノルマル画面等の整備（整備完了） など 

 

５ 電波サービスの安定的確保のための整備 

   ・ＮＨＫ共聴施設の大規模改修（5施設）など 

 

６ 研究設備・一般設備等の整備 

   ・放送センターの太陽光発電パネルの整備（発注完了） 

・札幌、名古屋、大阪、広島、福岡の省エネ管理システム整備（発注完了） など 

 

〔今期の主な実施事項〕 

（参考）デジタル化対応経費の執行状況
（単位 億円）

22年度
予算額

6月末
実績額

進捗率 摘　要

 デジタル中継局の建設(104局)

400 19 4.9%  ＮＨＫ共聴のデジタル化（152施設）

 ニュース設備のハイビジョン化整備 等　

 自主共聴デジタル化改修の支援

327 38 11.8%  地上デジタル受信状況調査、放送網調査 等

 受信契約者へのデジタル化周知広報活動 等

区　分

建 設 費 

事 業 費 ※2

※1 当初予算387億円に前年度からの繰越額12億円を加えた額
※2 予算に計上したデジタル化追加経費を含む

※1
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（単位 億円）

前年同月末 6 月 末

実 績 額 実 績 額 増減率･%

1,666  1,692  25  1.5  6,655  

1,634  1,659  24  1.5  6,533  

8  8  △ 0.2  △ 2.9  37  

23  24  1  6.1  84  

1,549  1,602  53  3.4  6,462  

649  682  32  5.1  2,746  

26  32  6  24.2  119  

146  151  5  3.7  602  

19  14  △ 4  △ 22.9  86  

40  59  18  46.8  235  

464  452  △ 12  △ 2.6  1,832  

180  186  6  3.4  749  

22  23  0.3  1.5  90  

117  89  △ 27  － 193  

33  42  8  26.3  85  

37  38  0.4  1.1  160  

△ 3  4  8  － △ 74  

113  94  △ 19  － 118  

0.8  0.9  0.1  10.4  48  

4  3  △ 0.2  △ 5.8  42  

110  91  △ 18  － 124  

※受信料（損益計算書）＝受信料（事業収支）＋未収受信料欠損償却費（損益計算書）

人 件 費

特 別 支 出

区       分

経 常 事 業 支 出

経

常

事

業

収

支

経 常 事 業 収 入

経常事業収支差金

国 内 放 送 費

交 付 金 収 入

副 次 収 入

事 業 収 支 差 金

調 査 研 究 費

経 常 収 支 差 金

財 務 収 入 等

経常事業外収支差金

特 別 収 入

財 務 費

減 価 償 却 費

未収受信料欠損償却費

前年度
決算額

増 減 額

国 際 放 送 費

契 約 収 納 費

管 理 関 係 費

受 信 料 ※

 

前年度同月比 △27億円 

 受信料は、契約総数・衛星契約の増加等により、24億円増加している。 

 国内放送費は、サッカーＷ杯南アフリカ大会関連経費が増加している。また緊急報道体制など 

取材体制の強化や３-Screens展開の推進などによる経費も増加している。 

 国際放送費は、テレビ国際放送やインターネットによる配信の充実などにより増加している。 

 管理関係費は、デジタル化に伴う共同受信施設等への経費助成などにより増加している。 

 

前年度同月比 △19億円 

 財務収入等は、前々年度以前受信料の回収額等が増加している。 

 
 

前年度同月比 △18億円 

 上記のとおり、前年同月比で、経常事業収支差金が27億円減少、経常事業外収支差金が8億円増加 

したことなどにより、事業収支差金は18億円減少し、91億円となっている。 

      前年度決算比 ＋317億円      

 現金預金・有価証券および長期保有有価証券は、受信料前受金の増加や事業収支差金の発生など

により増加している。 

 受信料未収金は、偶数月であることなどにより増加している。 

 有形・無形固定資産は、取得額が減価償却費を下回っているため、減少している。 

 

前年度決算比 ＋226億円 

 偶数月は受信料の口座入金が集中するため、受信料前受金が495億円増加している。 

 設備整備費関係の未払金の減少等により、その他の流動負債が減少している。 

（単位 億円）

（ 資 産 の 部 ）
1,987  2,365  377  2,392  

現 金 預 金 ・ 有 価 証 券 1,687  2,012  325  1,947  
受 信 料 未 収 金 58  111  52  111  
そ の 他 の 流 動 資 産 241  240  △ 1  334  

6,451  6,392  △ 59  6,134  
有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 4,362  4,260  △ 102  4,222  
長 期 保 有 有 価 証 券 1,953  1,996  42  1,779  
出 資 105  105  0  105  
そ の 他 の 固 定 資 産 29  29  △ 0.3  26  

94  94  0  134  
放 送 債 券 償 還 積 立 資 産 94  94  0  134  

8,533  8,851  317  8,661  

（ 負 債 の 部 ）
2,085  2,299  214  2,234  

1 年 以 内 に 償 還 す る 放 送 債 券 100  100  0  60  
受 信 料 前 受 金 1,214  1,709  495  1,695  
そ の 他 の 流 動 負 債 770  489  △ 281  479  

818  830  12  811  
放 送 債 券 100  100  0  200  
退 職 給 付 引 当 金 513  500  △ 12  348  
国 際 催 事 放 送 権 料 引 当 金 171  196  24  241  
そ の 他 の 固 定 負 債 33  33  0.1  22  

2,904  3,130  226  3,045  
（ 純資産 の 部 ）

4,368  4,368  0  4,338  
1,260  1,352  91  1,276  
5,629  5,721  91  5,615  
8,533  8,851  317  8,661  
66.0% 64.6% △ 1.4pt 64.8%

前年同月末

流 動 資 産

固 定 資 産

特 定 資 産

増 減 額

負 債 ・ 純 資 産 合 計

負 債 合 計

承 継 資 本 ・ 固 定 資 産 充当 資本

自 己 資 本 比 率

剰 余 金
純 資 産 合 計

固 定 負 債

資 産 合 計

区　　　　　分
前年度
決算額

22年
6月末

流 動 負 債

(7) 貸 借 対 照 表

前年度決算比 ＋91億円 

 ６月末の事業収支差金発生に伴う増。 

 
純資産の部 

資産の部 

負債の部 

(6) 損 益 計 算 書

経常事業収支差金 

経常収支差金 

事業収支差金 

経
常
事
業
外
収
支

特
別
収
支 
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